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全体概要全体概要全体概要全体概要 

 
世界の原子力安全を強化するため，原子力安全に関する IAEA 行動計画は， 

 

(1) 東京電力の福島第一原子力発電所の事故の観点から，プラントの安全性に関する

IAEA 技術的ピアレビューサービスの利用を推奨し，そして 
 

(2) 加盟国が IAEA のレビューサービスを活用することを推奨しており，（このサービス

を通して，）原子力発電所（NPP）のパフォーマンス

1
およびサイト固有の過酷な自然災

害（外部ハザード

2
）に対して設計された保護対策のパフォーマンスに関する情報を収集

し広め，世界中の原子力発電所の安全性を向上させるような教訓を利用していく。 
 

日本国政府と IAEA は，情報収集の目的で，東北電力株式会社が所有，運転する女川原子

力発電所に，2 週間に渡るミッションを派遣することに同意した。このミッションでは，

加盟国が外部ハザードに対する施設のパフォーマンスを将来評価することを目的に使用す

る地震経験データベースの情報収集の他，2011年 3月 11日東日本大震災（GEJE）および

その後の余震の際の女川原子力発電所の構造物，系統および設備のパフォーマンスに係る

情報を収集することが含まれている。 
 

女川原子力発電所には，3 基の沸騰水型原子炉があり，初号機は 28 年間運転している。1

号機は 1984年 6月に営業運転を開始した。2号機は 1995年 7月に，3号機は 2002年 1月

に営業運転を開始した。3基で合計 2,174メガワットの総発電容量

3
を有している。 

 

太平洋に面した日本の東海岸に位置しているため，女川原子力発電所は巨大な M9.0 を観

測した東日本大震災の震源地に最も近い原子力発電所であった。震源に近いため，プラン

トは，これまで原子力発電所が地震によって経験した中でも最大の揺れを経験したが，プ

ラントは安全に停止した。 

 

ミッションの目的は，今回受けた高いレベルの地震動に対する構造物，系統および設備の

応答を確認することである。収集した情報は，世界の強い地震時の構造物，系統および設

●                                                  

【訳注】 
1  Performance：設計上の性能および外部ハザード時等の機能発揮実績に関する情報。以後，本訳では“パ

フォーマンス”と表記する。 
2  External hazards：地震，津波，台風，大雨，火山，竜巻，洪水等の自然現象による過酷な環境条件であ

る。 
3  Combined electric generation capacity：3基の定格電気出力の合計値である。 
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備の挙動あるいはパフォーマンスを把握するために構築されたデータベースとして活用さ

れる。 
 

加えて，本ミッションでは，地震直後に襲った津波の影響についても確認し，いくつかの

システムの機能喪失を引き起こした一部の場所で浸水に至った一連の事象の因果関係につ

いても調査した。これら事象に対する作業員の復旧活動についても確認した。 
 

ミッションチームは，東北電力による「3月 11日地震とそれに続く津波によって引き起こ

された構造上の損傷」，「災害後の設備の点検結果および所見」，「津波の評価と女川原

子力発電所での対策」，「3月 11日（の本震）と 4月 7日の余震の観測記録および主要設

備の評価」のプレゼンテーション資料により，情報を得た。更なる情報は発電所内のウォ

ークダウン実施期間中の議論を通じて提供された。 
 

ミッションチームは，3つのチームに分けられた： 
 

1. インタビューチーム：上級運転員，技術スタッフへのインタビューにより，ミッショ

ンチームがその後のウォークダウンでどの機器に着目すべきかを決定した。あわせて，東

日本大震災発生時およびその後の運転員による系統機能に係る運転操作状況についての情

報を収集した。  

2. ストラクチャーチーム：さまざまな設計基準による建物の構造的要素のパフォーマン

スに関する情報を観察し収集した。 

3. システムチーム：パフォーマンスを観察し，プラント設備の代表的サンプル，構造的

健全性，アンカー，他の設備との相互作用に関する現場情報を収集した。このグループの

目的は，地震と津波発生時およびその後の重要な安全機能を維持するためのシステムの健

全性に関する情報を収集することである。 
 

2 週間のウォークダウンの間，東北電力によるコーディネートの下，ミッションチームは

1，2，3 号機の選定したエリアを訪れた。これらエリアは原子炉建屋（全号機の格納施設

を含む），タービン建屋，種々の付属構造物を含むが，これらに限定されるものではなか

った。東北電力は，重要なエリアへのアクセスの提供やミッションメンバーの質問・要望

への回答において，非常に協力的であった。 
 

ストラクチャーチームの観察によると，安全に関わる建物（S クラス）の構造物は，女川

発電所の 3 基全て，非常に良いパフォーマンスであったことを示していた。施設の中には

壁に小さなひびが観察されたが，全体の構造健全性を損なうものは一つもなかった。チー

ムによる安全に関わる全ての建物の調査において，構造上のパフォーマンスの劣化につな

がるような，重大な損傷は全く見られなかった。 
 

安全に関わる建物に比べてより低い構造性能要求のもとに設計されたタービン建屋（B ク

ラス）において，上層階の壁にひびが見られた箇所があったが，独立したトラス構造の変
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形に沿ったものであった。非安全系構造物としての設計であることに加えて，地震による

地盤と建屋の揺れが非常に大きかったことを考慮すると，こうした観察結果は，建物要素

のパフォーマンスとして想定範囲内であった。2，3 号機のタービン建屋において，（建

設工事用に設置した）トラス構造の最下部を接合していたボルトがせん断したが，運転開

始後の構造安定性を損なうものではなかった

4
。加えて，非安全系のタービン発電機の中

間軸受は，2号機の軸方向地震力による大きな荷重で損傷した。 
 

ストラクチャーチームは，今回の大地震で経験した地震動の大きさと継続時間ににも関わ

らず，発電所の構造物は驚くほど損傷がなかったと結論付けた。 
 

女川原子力発電所において，記録された大量の計器データがミッションチームに提供され

た。この記録は，地表面およびボーリング内の地中深くの記録のみならず，実際の建屋挙

動を含んでいる。このデータが処理されると，地震裕度の評価と構造物，系統および設備

の壊れやすさに関する貴重な知見を提供する－これらは施設の安全評価に不可欠な情報で

ある。 
 

システムチームにおいては，臨界制御，炉心の熱除去，二次的な熱除去，そして格納容器

の健全性に係る重要な安全機能に分類される安全系についてレビューを行った。各々の重

要な安全機能は，起こりうるプラント状況下で，地震時および地震後において運転可能で

あると評価された系統および設備によりサポートされる。システムチームは非安全系につ

いても，B クラス，C クラスの耐震能力をより理解するために，また，とりわけ Sクラス

（安全系）のパフォーマンスとの比較のために，レビューを実施した。これらは建屋のパ

フォーマンスのレビューを実施したストラクチャーチームのサポートのもと行われた。 
 

システムチームの所見では，地震の際，制御棒は要求どおり挿入され，3 基すべてが臨界

制御の安全機能を満足しながら停止した。地震発生時，2 号機はちょうど再起動を開始し

たところであった。1 号機および 3 号機の炉心冷却は，原子炉隔離時冷却系および（主蒸

気）逃がし安全弁による減圧によってなされ，残留熱除去系により冷温停止に至った。そ

れゆえ，炉心冷却および二次的な熱除去の重要な安全機能は 1，3 号機で確保された。格

納容器の健全性に影響はなかった。これまでの格納容器の点検では，構造上の損傷は確認

されていない。東北電力による 2，3 号機ベローズシールの内部目視点検により，損傷は

確認されなかった。 
 

いずれの号機においても地震によって冷却材喪失事故は起こらなかったため，非常用炉心

冷却系は必要とされなかった。高圧および低圧炉心注入系の地震後機能試験は冷温停止状

●                                                  

【訳注】 
4  せん断破壊したボルトは建設時においてのみ構造強度を期待されるトラス構造に用いられているもので

あり，通常運転中に構造強度を期待される構造要素ではない。 
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態のプラント状況において可能な範囲で実施され，機能喪失は報告されなかった。具体的

には要求どおりポンプは起動し，バルブは開閉した。 
 

システムチームは 3 基の制御室とそこに設置してある計測制御設備の耐震性能についても

確認した。いずれの号機においても安全に関する計測制御機能の喪失はなかったとチーム

は報告を受けた。それぞれの制御室において，いくつかの照明カバーが天井から落ちたこ

とが報告された。中央制御盤の確認が行われ，内部の機器は確実に取り付けられ，制御盤

もきちんと設置されていたとの総合的な結果を得た。 
 

B クラスのタービン建屋内に設置されている主蒸気止め弁はタービンバイパス弁と同様に，

必要な機能を果たした。確認の結果，タービン停止に必要な機器は，構造上の問題はなく，

操作性を維持していた。（安全には関連しない）2，3 号のタービンでは，動翼と中間軸

受の支持構造物とベースプレートに地震による損傷が確認された。1 号タービンは未だ点

検されていないため，これまでのところ損傷は報告されていない。 
 

システムチームは，発電所員により確認された 61 項目の機器損傷と機能低下についても

確認し，最も重要な事象は，地震によって 1 号機で発生した電源盤の火災と津波によって

2号機で発生した原子炉補機冷却水系（RCW）の 2系のうちの 1 系（B 系）での浸水であ

った。浸水は，（当該の部屋から水が漏れ出すことを防ぐというより，当該の部屋の外か

らの水の浸入を防ぐように設計された）水密扉からの漏れと他の浸水経路の存在によって

悪化した。当該の部屋から隣接したエリアに浸水が広がった結果，高圧炉心スプレイ補機

冷却水系（HPCW）の機能喪失を起こし，さらに RCW のもう 1 つの系（A 系）も脅かし

た。この結果，発電所の最終ヒートシンク機能を危うくした。津波は非安全系である 3 号

機のタービン補機冷却海水系（TSW）の浸水も引き起こした。 

 

発電所の電気設備についても確認を行った。地震または津波により外部電源 5 回線のうち

4 回線が喪失した。発電所では，号機間のタイラインが相互に接続されており，地震直後

から外部電源は喪失しなかった。しかし，6.9kV しゃ断器の短絡によって発生した過電流

により 1 号機の起動変圧器が停止したため，1 号機では直接的な外部電源が喪失した。全

ての非常用ディーゼル発電機が起動または待機状態となり，うち 1 号機だけが非常用電源

の供給を必要とした。地震があったにも関わらず全てのディーゼルが起動したという事実

は非常にポジティブな発見である。水タンク，安全系のディーゼル燃料（軽油）貯蔵タン

ク，およびこれらに関連する配管に損傷は見られなかった。 
 

C クラスの消火設備についても確認した。1 号機軽油タンクにつながる埋設消火配管の部

分で唯一の損傷が確認された。他の全ての地下の配管・ケーブルは，コンクリート製のト

レンチの中に設置されていた。全ての安全系の配管とケーブル用トレンチに，損傷や破損

は発生していなかった。いくつかの非安全系のケーブルトレンチで変位が確認された。こ

のため，非常冷却用の水源は必要があれば使用することができた。 
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Sクラス（ろ過脱塩装置については B クラス）の使用済燃料プール冷却系についても確認

を実施した。プール水の揺動（スロッシング）によりリミットスイッチまたはポンプの圧

力センサーの動作によって使用済燃料冷却ポンプが全号機で停止した。全てのプールでス

ロッシングにより（数リットルの）プール水が限定的に喪失した。使用済燃料プールの健

全性は維持された。3号機で（プールの）ゲート留め具が傾いたが，機能は維持された。 
 

１号機の原子炉開放を妨げた，1 号機の原子炉建屋天井クレーンの軸受損傷が報告された。

燃料交換機も軽微な損傷があった（計測制御装置の損傷であり，システムリセットとレー

ルに沿ったスライドによって復旧した）。3 号機の燃料交換機ではケーブルキャタピラー

の部分的な移動が報告されたが，電気接続部の損傷はなかった。 

 

3 号機炉心から取り出された燃料チャンネルの部分的な欠けが報告され確認した。正確な

原因は未だ確定していないが，地震に起因するものではない。いずれの原子炉においても，

地震による燃料リークはないことを確認している 
 

システムチームは，プラントの安全系は地震時も地震後も機能維持に成功したと総括的に

評価した。プラントの非安全系および耐震クラスの低い系統においても，設計に十分な余

裕があることが示され，通常のプラント停止のために機能した。チームの所見では，地震

よりも津波の方がプラントへより大きなダメージを与え，2 号機の標準的な停止冷却系の

機能低下を引き起こした。地震による最も顕著な損傷は 2，3 号機のタービンで確認され

たが，それらは非安全系の設備であり，より低い地震基準で設計されている。 
  

インタビューチームは，上級運転員および技術スタッフへのインタビュー実施の責任があ

り，情報を収集した。結果として，チームは各号機のプラント状態時系列および運転員の

行動をレビューし，地震後，全 3基が冷温停止に至る過程をまとめた。 
 

今回の最初のミッションは，極限状況下での構造物やプラントの実際のパフォーマンス観

察の価値を証明したものである。大部分の事例では，プラント機器の成功したパフォーマ

ンスから学ぶことができ，少数の事例においては，失敗から学ぶことができる。女川原子

力発電所でのミッションで収集された情報は，IAEA のデータベースとして利用可能とな

り，加盟国が運転施設を評価する際に活用されることになる。他の地震経験に関する情報

収集のために更なるミッションが行われ，データベースの拡充が図られていく。ミッショ

ンチームは，東北電力がデータベース構築のための計測データを迅速に提供したことに感

謝した。そのデータベースは加盟国自身の発電プラントによる将来の安全性評価の助けと

なる。このデータベースには，より低いマグニチュードを経験した世界中のデータと同様

に，いろいろな地震のマグニチュードを経験した日本の他の原子力発電所からの実績デー

タが補われうる。 
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1. 任務任務任務任務のののの背景背景背景背景，，，，目的目的目的目的およびおよびおよびおよび範囲範囲範囲範囲 

1.1 背景背景背景背景 

世界的な原子力安全を強化するために，IAEA の原子力安全行動計画は，加盟国がサ

イト固有の過酷な外部ハザードに対する原子力発電所（NPP）の設計について国家

的な評価を速やかに実施すること，および全世界の原子力発電所の安全強化におけ

る教訓を利用しながら，時宜を得た方法で必要な是正処置を履行することを奨励し

ている。 
 

日本国政府と IAEA は，現地で 2 週間に渡り情報を集める目的で IAEA ミッション

を女川原子力発電所に派遣することに同意した。 

 

日本のエネルギー必要量は，主として原子力発電所からの電力により供給されてき

た（全電力の 29パーセント）。原子力電力は 17地点の 54基の原子炉（加圧水型原

子炉（PWR）24基，沸騰水型原子炉（BWR）30基を含み，2基は建設中）により生

み出された。地震と津波は日本では一般的であるため，原子力発電施設は特にその

ような外部ハザードを考慮して設計されている。 

 

2011年 3月 11日，協定世界時 5:46（日本標準時 14:46）に，2011年東北太平洋沖地

震が発生した。地震のマグニチュード（Mw）は 9.0 であった。非常に激しい揺れ

（地震動）と津波がこの大地震により発生した。日本の東海岸に沿って広範囲に被

害が発生したため，この地震は一般的に東日本大震災（GEJE）として知られている。 
 

女川原子力発電所は，震源からおよそ 125kmに位置している。震源は北緯 38.1度，

東経 142.9度（牡鹿半島から東南東 130km），北アメリカプレートと太平洋プレー

トの間の沈み込み帯上の中心深さ 24kmに位置している。地震は，長さ 510km以上，

幅はおよそ 210kmの沈み込み帯域の破砕から発生したと推定される。 
 

地震衝撃の主要部は強い動きの前震の後で起こり，数多くの余震が長い期間に渡り

続いた；これらの揺れのいくつかは女川原子力発電所の地震計で記録された。一部

の発電所敷地を冠水させた巨大津波は，この地震により発生した。 
 

女川原子力発電所は女川町と石巻市両方に位置し，太平洋に沿っており，直線距離

で仙台中心部の東約 60kmに位置している。敷地面積はおよそ 1,730,000平方メート

ルである。敷地は発電所建屋を深く堅い岩盤と人工岩に設置するために掘削された。

当初から，原子炉建屋やタービン建屋，制御建屋のような女川原子力発電所の主要

建屋は，自然を考慮して配置されてきた。女川原子力発電所は，O.P.5＋14.8mの津

●                                                  
5 O.P.(Onagawa Peil)は女川原子力発電所工事用基準面であり，基準となる東京湾平均海面より-0.74m下である。 
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波高さに対処するよう設計された。（1 号機が設計された当時，想定された津波高

さは O.P. +14.8mではなく，およそ O.P. +3mであった。）津波高さが不明な過去の

津波（869 年の貞観津波，1611年の慶長津波）を考慮し，敷地高さは十分な余裕を

持って決定された。 

 

女川原子力発電所には，18 年の間に建てられた 3 基の沸騰水型原子炉がある。1 号

機は，1984年 6 月に営業運転を開始した。2 号機は，1995年 7 月に営業運転を開始

し，3 号機は 2002年 1 月に営業運転を開始した。プラントの総発電容量は 2,174メ

ガワットである。女川原子力発電所の 1 および 3 号機は，地震の際運転中で，地震

後に自動停止した。地震の後，津波が女川原子力発電所を襲った。それは，日本近

辺で発生した最大の津波の 1 つであった。全 3 機は安全に停止し，冷温停止状態に

達した。現在，女川原子力発電所では設備の詳細調査と評価が期日まで継続（して

いる）。 
 

1.2 目的目的目的目的  

この任務の唯一の目的は，国際原子力機関（IAEA）の国際耐震安全センター（ISSC）

（参考文献[1]）によって構築された地震経験データベースに取り込むために，地震

経験データを収集することだった。この取り組みの間，津波による被害に関する情

報を収集し，この報告書の中にも加えた。 
 

歴史的な地震経験情報が収集され，小さなマグニチュードの地震からのデータと，

それらの地震による主に米国の一般産業と原子力関連の設備への影響（一般に米国

電力研究所（EPRI）の地震経験データベースとして知られている）を含んだデータ

ベースにまとめられた。原子力施設は一般産業の施設に比べて本来的に極めて頑健

であるため，これまでに経年的に蓄積されてきたデータベースは，（今回）日本で

経験したように大きなマグニチュードの地震時における原子力の構造物，系統およ

び設備（SSC）のパフォーマンスに関わる，より必要とされているデータを提供す

ることはなく，同様に日本の原子力（開発）計画の絶頂期の間に得られた膨大な量

の試験データからも一般産業は恩恵を得ることができない。 
 

女川原子力発電所は今までのところマグニチュード 9.0 地震に遭った数少ないプラ

ントの一つで，そして，地震の震源に最も近いので，データ収集開始のための最高

の候補地として選定された。 

 

IAEA の地震経験データベースの完成に向けて，このミッションで収集したデータは

世界中からのデータと共に，さまざまなマグニチュードの地震を経験してきた女川

や他の日本の原子力発電所からの追加データで補強され，あらゆるデータ要求に対

応していく。 
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地震パフォーマンスデータベースを IAEA の国際的な広がりを通して発展させ，広

めるこの努力が，日本と他の原子力発電所からの支援で前進していくことが期待さ

れる。結果として得られる，地震事象の間の原子力の SSCの真のパフォーマンスデ

ータを提供するデータベースは，「現実的な」確率論的リスク評価への入力として，

そして再稼動を含む地震後の活動のための手段として重要な財産となる。 

1.3 範囲範囲範囲範囲 

このミッションの範囲は，インタビューおよび観察を通して 3 つの原子炉ユニット

（1，2 および 3）とその補助設備からなる女川原子力発電所の SSCの，東日本大震

災の間のパフォーマンスの証明に限られている。 

SSCのパフォーマンスは，以下の特定の範囲に焦点が当てられる: 

• SSCの構造的な挙動に関するパフォーマンス，損傷状況や損傷が無い状況

として観察することができるもの； 
• 停止および稼動中の系統，設備の試験に関わる発電所員へのインタビュー

から裏付けられる操作性に関する SSCのパフォーマンス； 
• 修理が行われている，あるいは完了した SSCについて，修理前後の写真

と記録 

（以上を）このデータ収集の取組みの一環として確認した。 
 
このミッションは，参考文献[2]，[3]，[4]，[5]，[6]，[7]に示す IAEA 安全基準を参

考として使用する。 
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2. 任務任務任務任務のののの遂行遂行遂行遂行 

女川原子力発電所1，2および3号機における，東日本大地震（GEJE）と津波による

構造物，系統および機器（SSC）への損傷を調査するために，議論，発表および踏

査の間，東北電力社員の密接な協力を得て任務は遂行された。 

最初の概要説明において，「3-11地震とその後の津波による構造上の損傷」，「災

害後の機器の調査結果および所見」，「3-11および4-7余震の原子力発電所における

観測記録および主要機器の評価」といった東北電力による発表を通して，予備知識

がミッションチームに伝えられた。 

各号機は全て冷温停止状態にあったので，系統と設備の操作性を視覚的に確かめる

ことはできなかった。地震後停止操作に関与した発電所員のインタビューを通し

て，この確認がなされることでカウンターパート（東北電力）と意見が一致した

（付録Ⅷ参照） 

発表された情報を元に，調査団は3つのより小さなチームに分けられた： 

第一のインタビューチームが上級運転員と技術スタッフとのインタビューを行うこ

とについて責任を持ち，以下の情報を収集する。1）発電所が地震時および地震後に

どのように運転されたか，2）発電所系統が地震時および地震後にどのように機能し

たか，3）3月11日以降，実施された発電所系統の全試験。 

第二のストラクチャー（構造物）チームは，異なる設計基準を持つ建物の構造要素

のパフォーマンスに関する情報を観察し，収集することとした。このチームは，壁

に埋め込まれた主要な構造部材，壁，固定具そして特に構造要素との接続部におい

て，荷重方向に沿った損傷を特定することに焦点を当てた。 

第三の最後のチームは，個々の系統設備の代表例に対して，パフォーマンスを観察

し，構造健全性，固定具，他の設備との相互影響に関する現場情報を収集すること

に専念したシステム（系統）チームであった。 

各踏査前に，各チームに対する概要説明が東北電力社員によって行われ，踏査経路

や経路沿いにあるSSCの仕様についての情報が提供された。 

その後数日にわたって，1，2および3号機の選定された場所の踏査が，東北電力社員

による調整のもと，異なるチームで実施された。多くの場所で進行中の建設活動の

ため，当初，踏査によって集められる情報は限定されるものであった。しかしなが

ら，進行中の活動にも関わらず，東北電力社員が調整し，ミッションチームの全て

の要求が受け入れられた。 

それぞれの踏査終了後，3つのチームにより実施された観察と収集されたデータの解

釈に関し，カウンターパートに対して簡単な報告がなされた。 

専門家は，横断する問題に対処するために必要である場合に，異なる（チームで行

われた）発表に出席した。ミッションレポートの最終化に先立って，問題を明らか

にし，今回の発電所の対応について完全に理解するために，カウンターパート（東

北電力）との間で可能な限り多くの情報を交換した。 

最後に，上述された3つの技術チームに加え，レポーティング（報告）チームが報告

書の入力および下書きのためのIAEA文書専門家1名，後方支援のためのIAEA管理専

門家1名，プレス対応－数多くあったが－のための広報専門官1名で構成され，そし
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て厳重な警備要求を守りながら，視覚的にチームの観察結果を把握するために，ス

トラクチャーチームおよびシステムチーム両方にカメラマンが配置された。 

3. 結論結論結論結論 

今回の調査の目的が女川原子力発電所の構造物，系統および機器（SSC）の地震経

験に関するデータ収集であったので，結論を出すことはミッションチームに求めら

れていなかったが，東日本大震災による女川原子力発電所のパフォーマンスに関す

る情報を集めた結論を本レポートに示すことは有益であるととらえ，ミッションメ

ンバーのIAEA職員メンバーは，集められたデータから以下の結論を導いた。 

• 長時間にわたる地面の揺れと，原子力発電施設に加えられた相当大きな地震エ

ネルギーにも関わらず，女川原子力発電所の構造物，系統および機器は，大き

な損傷を受けず，要求された機能を発揮した。全ての耐震設計された施設に深

刻な損傷が無いことが，過酷な地震の揺れに対するこれらの施設の頑健性を証

明している。女川原子力発電所の施設は，地震動の規模，（震源からの）距

離，継続時間にも関わらず「驚くほど損傷を受けていない」と結論づけた。 
• 女川原子力発電所の全3基の原子炉建屋で集められた計器データによれば，2011

年3月11日時点の耐震設計基準をわずかに，あるいはある程度超過したことを示

している。発電所設備に加えられた動的なエネルギーを指標として用いると，

計器記録から，相当量のエネルギーを持つ揺れが発電所設備に加えられたこと

が分かる。しかし，残留熱除去系の1系統を使用不能にした津波による幾つかの

事象にも関わらず，全3基を（冷温）停止させることに成功した。 
• 耐震Sクラスの建屋で観察された損傷は，原子炉建屋で記録されたように，耐震

設計基準をある程度超過したことと符合する。すなわち現在の設計基準は，少

なくともマグニチュード（地震のエネルギー）に関して，東日本大震災と同程

度の潜在的な地震と整合している。しかしながら，この地域での予測される津

波は，より小さなマグニチュードの，同じ沈み込み帯に沿った地震により検討

されてきた。 
• この頑健さが日本における耐震設計手法の結果として得られたものであった

か，先の地震の後に東北電力が積み重ねてきた設備の耐震性向上によって得ら

れたものであったか，もともとの設計基準であったかどうかについて検証する

ことは，価値があるだろう。この情報が検証された際は，日本の他の原子力発

電所の頑健性向上にあたって非常に有益なものになるであろう。 

加えて頑健さに係る検証は，気象庁（JMA）震度や，累積絶対速度（CAV）のよう

な損傷指標（DIP）と，今回のミッションで集められた女川のデータとの意味のある

関連性構築に役立つ。他の記すべき結論としては，プラントへの最も重大な影響

は，地震振動というよりは，実際のところ津波による浸水の直接的あるいは間接的

な結果であった。主復水器の循環水（CW）

6
が全3基で喪失したが，安全系の冗長性

●                                                  

【訳注】 
6  Circulating water (CW) ：循環水。主タービンを回した後の蒸気を主復水器において冷却凝縮させ

るための冷却水として取水路から循環水ポンプ（CWポンプ）により汲み上げている海水。非安

全系。 
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の幾層かは残った。CWポンプは2，3号機の浸水，1号機の短絡サージ電流

7
による起

動用変圧器の機能喪失によって停止し，そして，2号機において，残留熱除去系の2
系のうちの（1系）は浸水により機能喪失した。女川の経験は，共通要因故障モード

として，津波による浸水を考慮すべきであることを明らかにしている。 

 

 
4. 推奨事項推奨事項推奨事項推奨事項 

東北電力は構造物のひび割れ位置図を既に作成している。大地震に伴い，相当な期

間余震が続く。今後の地震によってひび割れが進展し，構造部材の健全性を損なわ

ないよう「IAEA安全報告66：地震への準備と対応」で言及されているような，ひび

割れ位置図作成による確認を，東北電力が継続していくことを推奨する。 

 

SSCへの損傷が耐震Sクラス建屋よりも多い耐震B，Cクラスの建屋に対し，これら

の建屋に設置された設備の地震性能を確認するために，構造物の応答スペクトルを

評価することは有益となろう。 

 

IAEAのデータベースを完成させ，女川原子力発電所が成功事例となった根拠を証明

するためにも，フォローアップ調査が必要である。 

  
●                                                  

【訳注】 
7  3.11地震による揺れにより，1号機タービン建屋地下 1階で発生した常用高圧電源盤の短絡焼損

事象における短絡サージ電流。 
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5. 構造物構造物構造物構造物のレビューのレビューのレビューのレビュー 

5.1 女川原子力発電所女川原子力発電所女川原子力発電所女川原子力発電所のののの全体説明全体説明全体説明全体説明 

女川原子力発電所は，東北電力株式会社によって運営されている。表 5-1 に示すよ

うに 3つの BWRの原子炉を持っており，総電気出力は 2174Mw/hである。 
 

表 5-1女川原子力発電所 ユニット完成日 
 

号機 
女川 1 

(1号機) 
女川 2 

(2号機) 
女川 3 

(3号機) 

出力 (MW) 524 825 825 

炉型 
BWR4  
Mark-I 

BWR5 
改良型 
Mark-I 

BWR5 
改良型 
Mark-I 

原子炉系

8 
東芝 東芝 

東芝 

タービン系

9 日立 

商業運転開始 1984.06 1995.07 2002.01 

 
 
 
 

5.2   耐震設計基準耐震設計基準耐震設計基準耐震設計基準のののの重要度分類重要度分類重要度分類重要度分類 
 
2006年以前の規制指針では，その機能に応じて SSCの耐震分類のための 4つの区分

があり，各区分に分類される典型的な機器を特定している。表 5-2参照。 
 
Asクラス 損傷により冷却材喪失を引き起こす可能性がある施設；原子炉の緊急

停止のために必要であり，安全な状態で原子炉の停止状態を維持するために必要と

なる施設；使用済燃料の貯蔵のための施設；原子炉格納容器 
 
A クラス 原子炉事故の場合に（年間の周辺監視区域外の許容被ばく線量を超え

る）放射線被ばく

10
から公衆を保護するために必要な施設，およびその機能不全が

●                                                  
8  NSSS (Nuclear boiler Steam Supply System)：原子炉ボイラーによる蒸気供給システム 
9  BOP (Balance Of Plant)：ボイラーから供給された蒸気によりタービン発電機を回転させ，復水器

で凝縮した上で復水給水系を介して水をボイラーに供給する蒸気タービン発電システム 
10  Radioactive hazard：放射線被ばく等のハザード 
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公衆への（年間の周辺監視区域外の許容被ばく線量を超える）放射線被ばくを引き

起こす可能性のある施設であるが，Asクラスに分類されていない施設

11 
 
Bクラス 高レベル放射性物質に関連しているが，Asおよび A クラスに分類され

ていない施設

12 
 
Cクラス 放射性物質に関連しているが上記耐震クラスに分類されていない施設，

および放射線安全に関連していない施設

13 
 
 
参考文献[8]によると改訂された原子力安全委員会の規制指針は，As と A クラスの

SSCを合わせて，Sクラスで表される新たな分類を規定している。加えて，Sクラス

の SSCは基準地震動（DBEGM）Ssと弾性設計用地震動（EDEGM）Sdと呼ばれる 2
つの地震動レベルで設計される。 
 

表 5-2: 新旧ＮＳＣ規制指針に従った分類分け概要 

 
 

●                                                  
11  自ら放射性物質を内蔵しているか又は内蔵している施設に直接関係しており、その機能そう失

により放射性物質を外部に放散する可能性のあるもの、及びこれらの事態を防止するために必要

なもの並びにこれら事故発生の際に、外部に放散される放射性物質による影響を低減させるため

に必要なものであって、その影響、効果の大きいもの（「発電用原子炉施設に関する耐震設計審

査指針について」（昭和 56年 7月 20日原子力安全委員会決定）より抜粋） 
12  上記において、影響、効果が比較的小さいもの（「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指

針について」（昭和 56年 7月 20日原子力安全委員会決定）より抜粋）。ここで上記とは，A ク

ラスに記載する機能を有するもの。 
13  A クラス、B クラス以外であって、一般産業施設と同等の安全性を保持すればよいもの（「発電

用原子炉施設に関する耐震設計審査指針について」（昭和 56年 7月 20日原子力安全委員会決定）

より抜粋） 
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参考資料[8]の改訂された原子力安全委員会の規制指針によると，日本での基準地震

動の策定の基準は次のように分類できる 
• 2006年以前：既存の原子力発電所の設計に利用された基準 
• 2006年以降：新たに改訂された原子力安全委員会の規制指針に基づく，更新さ

れた基準 
 

5.2.1 2006年以前年以前年以前年以前のののの基準基準基準基準 

• 2つの地震動レベルが定義されている：S1と S2 
• S1は，Asと A クラスの設計用地震動を定義する（再来期間=10000年） 
• S2は，Asクラスの地震動を定義する（再来期間＝50000年） 
• S1と S2は実際の，あるいは仮想の岩盤露出部で定義される 
• 岩盤は，（せん断波速度）Vs＞700m/sで定義される 
• ピーク加速度，速度，変位は，経験的関係に基づいて決定される 
• 標準的なスペクトルは，（せん断波速度）Vs＞700m/sで定義されており，

Vsが（700から）1500m/sまでの硬質地盤物性に対する補正係数を持つ 
• 不確実性は明示的に扱われていない（決定論的に設定されている） 
• 地震動の期間と時間変動は経験的なデータに基づいている 
• （鉛直成分は水平成分の 2分の 1を用いているため）水平成分でのみハザ

ードが導き出される 
• 鉛直成分は水平成分から導き出される 

 

5.2.2 2006年年年年以降以降以降以降のののの基準基準基準基準 

（2006年に）改訂された原子力安全委員会の規制指針（参考資料[8]）では，サイト

での地震動が基準地震動を超える可能性が否定できないことから，この可能性（残

余のリスクと呼ばれる）を評価し，可能な限り低減することを求めている。 
 
改訂された原子力安全委員会の規制指針は，以下に示す 2つの設計用地震動を規定

している： 
• 基準地震動 Ss 
• 弾性設計用地震動 Sd 

設計用基準地震動 Ssと Sdを策定するに当たっては，震源およびその他のパラメー

タを決定するために，敷地内および敷地周辺の広域な調査を実施する。 
 

5.2.3 基準地震動基準地震動基準地震動基準地震動 (DBEGM) Ss 

基準地震動 Ssは発生位置，規模および発生確率等を想定した地震として決定論的に

評価された結果に基づき，水平方向および鉛直方向の地震動として策定する。 
基準地震動 Ssは，以下の 2つの手法に基づいた評価を行うことによって決定される。

図 5-2参照。 
a) 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」この地震動は以下を考慮し評

価される。 
• 過去に発生した地震の大きさおよび震央位置等，活断層の位置，長さ，

形状および活動性等，その他の関連情報による検討 
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• 活断層の活動評価期間について，旧耐震指針では 5 万年前以降としてい

たものを，保守的に 120,000から 130,000年前以降（後期更新世に相当）

の活動が否定できないものに拡張した 
• 検討する地震を，次の 3 種類に分類する：プレート間地震，海洋プレー

ト内地震，および内陸地殻内地震。図 5-2参照。 
以上の検討結果から策定された地震動は，「検討用地震」と呼ばれる。図 5-2 参照。

女川原子力発電所の敷地に固有な検討用地震を表 5-3に示す。 
b) 「震源を特定せず策定する地震動」この地震動は，震源と活断層を関連付け

することが困難な過去の（内陸地殻内）地震の記録に基づいて策定する。こ

こで用いる応答スペクトルは，震源近傍の強震記録に敷地固有の地盤特性を

加味して策定される。 
 
 

 
図 5-1女川原子力発電所における耐震再評価と耐震性向上工事の歴史 
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図 5-2 基準地震動 (DBEGM) Ssの評価 
 

 
図 5-3基準地震動(DBEGM) Ssの評価の際に考慮する震源の種類 
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表 5-3女川原子力発電所の敷地固有の"検討用地震" 
 

 
 
基準地震動 Ssの（策定に必要な）その他の主な要素は以下のとおり 
 
• 不確かさ － 不確かさを考慮するにあたっては，その原因や基準地震動 Ss
の決定に与える影響を考慮して，適切な手法を適用する。確率の概念は基準地震動

Ss超過の確率を決定する際に重視する必要がある。 
• コントロールポイント － 地震動は，解放基盤表面（実際または仮想の露

頭表面）上で策定される。ここでいう基盤とは，せん断波速度が Vs≥700m/sの値を

持つ硬質地盤のことである。 
• 敷地固有の特性 －例えば地盤構造－ を考慮する。 
• 水平方向および鉛直方向の地震動の両方が決定される。 
 
女川原子力発電所の敷地に固有な検討用地震の一覧を表 5-3 に示す。敷地固有の基

準地震動 Ssについては，図 5-4 に水平成分の PGA 値，応答スペクトルおよび時刻

歴を示す。また，水平成分の応答スペクトルの拡大図を図 5-5に示す。 
 
基準地震動 Ss-Fの応答スペクトルは，断層モデルを用いた手法によって得られた時

刻歴波形から計算される。 
 
基準地震動 Ss-Bおよび Ss-Dの時刻暦波形については，応答スペクトルに適合する

ように作成する。 
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図 5-4 女川原子力発電所敷地固有の基準地震動(DBEGM) Ss － 水平方向 
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図 5-5 女川原子力発電所敷地固有の基準地震動(DBEGM) Ssの応答スペクトル 

5.3   SSCにににに対対対対するするするする設計要求設計要求設計要求設計要求 

前節で論じたように，原子力安全委員会の新たな規制指針（参考資料[8]）の基準は

Asと A クラスを組み合わせて Sクラスとし，また，新たに基準地震動の対：基準地

震動 Ssと基準地震動 Sdを定義している。 
 
一般的には，Sクラスの SSCは，静的解析値と Sd地震動による動的解析結果の最大

値に対して弾性状態を保つように設計されるべきである。 
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Sクラスの SSCはさらに基準地震動 Ssでの機能維持が評価される。表 5 4は，原子

力発電所の建物における地震力への要求をまとめたものである。 
 
動的解析は，2 セットの解析で仮定される，一つは鉛直地震動を含む各水平方向に

対するもの。最大値は，その後構造設計または評価のために使用される。 
 
静的解析における追加の考慮事項は以下のとおり： 
 
• 層せん断力係数 Ci は，さらに構造物が配置されている地震発生域，土壌条件，

構造物の振動特性，鉛直力分布に関連するパラメータ，最後に標準せん断力係

数（CO =0.2g）の関数として定義される。 
• Kv（鉛直地震係数）：値は，基本値として Kv=0.3に決定され，構造体の動的特

性，土壌条件などが考慮されている。 
• 下位グレードの一部構造に対する水平力の低減が認められている。下位グレー

ドの一部構造物に対する静的な係数を変更する方法の重要な詳細は，NSCの規

制指針（参考資料[8]）に記載されている。 
 

S クラスの SSCの設計は，静的地震力 3×Ci あるいは動的な力が支配的であり，表

5 4に示すとおり，B クラスと Cクラスの SSCは同等の静的な手順で設計される。 
 

表 5-4: 新旧原子力安全委員会の規制指針による設計用地震力の概要 
 

 
 

5.4   東北地方太平洋沖地震東北地方太平洋沖地震東北地方太平洋沖地震東北地方太平洋沖地震（（（（GEJ 地震地震地震地震））））にににに対対対対するするするする構造物応答構造物応答構造物応答構造物応答 

表 5－5 に東北地方太平洋沖地震（以下，GEJ地震）による原子炉建屋の構造物応答

の非線形解析に対する東北電力の手法の概要を示す。 
 



 

26 
 

表 5-5 GEJ地震による原子炉建屋の構造物応答の非線形解析に対する東北電力の手法 

 
 
 
 
• 建屋底面の露頭岩盤における地震応答（時刻歴）は，各原子炉建屋の基礎版上

の記録信号（時刻歴）から周波数領域（線形解析）で計算される； 
 

• 計算された地震応答は，連結された地盤－構造系の非線形解析の入力として使

用される； 
 
• 基礎版は剛体と仮定している。すなわち 6 自由度の地盤インピーダンスは基礎

版中央の質点に集中している; 
 



 

27 
 

• 非線形挙動は，構造物の材料（弾塑性）非線形性と地盤－構造境界における幾

何学的非線形性（すなわち基礎の浮き上がり）に限定されている； 
 
• 構造物は質点を持った棒モデルでモデル化されている； 
 
• エネルギーは指定された数値マクロ棒要素内でのみ，弾塑性挙動によって消費

される。これらのマクロ要素は，特定の種類の構造系（例えば，耐震壁）で経

験的に設定される。地震時の予想ひずみ量および応力値の下でこのシステムの

ヒステリシス挙動（エネルギー散逸）を正しく表すことができるはずである； 
 

• 耐震壁の能力曲線（せん断スケルトン曲線）は，JEAC（日本電気協会規程）

4601に基づき，耐震壁ごとに設定される。 
 

• 耐震壁の能力曲線は，耐震壁の変形と，耐震壁のせん断力の関数である。高さ

とせん断面積によって，それぞれ，両方の量を規準化することができる。 
 

• GEJ 地震による非線形動的時刻歴解析から，最大応答値としてのデータ（耐震

壁の変形とせん断力）が求められる。 
 

• 能力曲線（せん断スケルトン曲線）と同じグラフにこのデータ点をプロットす

ることにより，我々は特定の地震に対する構造物のパフォーマンスを確認する。

地震のデータポイントが曲線の直線範囲内であったなら，いかなる損傷も想定

しない。線形範囲を超えていれば（両分析が正しいと仮定して），どの程度弾

性限界を超えているかに応じて，損傷を想定する； 
 
図 5-6 の曲線群は原子炉建屋（1～3 号機）の異なる階の能力曲線を表している。こ

の図で，GEJ 地震による非線形動的時刻歴解析の結果を表す丸も確認することがで

きる。ほとんどの丸が曲線の弾性範囲内にある。1 号機および 2 号機のクレーン階

のようないくつかのデータは，わずかに弾性限界を超えている。3 号機の 3 階のデ

ータは大幅に弾性限界を超えている。 
 
しかしながら，ダメージは非常に局所的な現象であることに注意すべきである。そ

れは層間変形のような包括的な性能基準ではうまくとらえられない。局所的な性能

基準（例えば，コンクリートと鉄筋の両方の材料の応力の超過やコンクリートのひ

び割れ幅）も，同様に使用されるべきである。 
 
したがって，GEJ 地震の強い揺れでの構造物のパフォーマンスを把握するためによ

り洗練されたモデル（例えば 3D有限要素法モデル）が必要である。 
図 5-7 は，非常に包括的な方法で，GEJ 地震により必要となった鉄筋量と比較し，

設計配筋量の妥当性を実証している。繰り返しになるが，局所的な損傷は，鉄筋に

対する極端に局所的な要求によって起こるかもしれないが，このモデルは，このよ

うな異常を予測することはできない。 
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図 5-6  東北電力の GEJ地震に対する原子炉建屋構造応答の非線形解析結果 

 
図 5-7東北電力の GEJ地震に対する構造応答の非線形解析結果 

 
5.5 2011年年年年 3月月月月 11日日日日にににに記録記録記録記録されたされたされたされた地震応答地震応答地震応答地震応答 

東北電力は，2011年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震および 2011年 4月 7日の余

震の女川原子力発電所における地震観測記録を提供した [4]。この記録は，解放基盤，

ボアホール内の異なる深さ位置，1 から 3 号機の原子炉建屋の重要な高さに対し利

用可能である。地震記録は以下を計算することにより処理された： 
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• ピーク加速度 
• 強い震動の継続時間 
• 損傷指標累積絶対速度（CAV）とアリアス強度 
• フーリエおよびパワースペクトル 
• 5％減衰の弾性応答スペクトル 

 
これらは，付録 IV～VI にて提供されており，選定された SSCの耐震性能評価のた

め，デザインレビューや運転員のインタビュー，耐震踏査の情報と合わせて使用さ

れる。 
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5.6 応答記録応答記録応答記録応答記録とととと構造体応答構造体応答構造体応答構造体応答のののの比較比較比較比較  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-8 3月 11日地震による鉛直方向の 1号原子炉建屋加速度床応答スペクトルの超過 － 

14から 22Hz範囲で超過。例えば 20Hzで 1.40倍（1830 cm/s²に対し 2580 cm/s²）の超過

14 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

図 5-9  3月 11日地震による南北方向の 1号原子炉建屋加速度床応答スペクトルの超過 － 

8から 11Hz，1.3から 3.6Hz範囲で超過。例えば 10Hzで 1.33倍（1045 cm/s²に対し 1395 
cm/s²），2Hzで 1.50倍（770cm/s²に対し 1155cm/s²）の超過 

 
 

●                                                  
14  図 5-8から図 5-15は東北電力によって作成され，IAEA が設計超過を示すために着色部分を追加し

た。 * 参考[11]参照 

Response of DBEGM Ss-D 

Response of DBEGM Ss-B 

Response of DBEGM Ss-F 

Observed record 

Response of DBEGM Ss-D 

Response of DBEGM Ss-B 

Response of DBEGM Ss-F 

Observed record(East,outer) 

Observed record(West,outer) 
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図 5-10  3月 11日地震による東西方向の 1号原子炉建屋加速度床応答スペクトルの超過 

－ 6から 13Hz範囲で超過。例えば 12.5Hzで 1.37倍（1230 cm/s²に対し 1690 cm/s²），

6.7Hzで 1.25倍（1155cm/s²に対し 1450cm/s²）の超過 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図 5-11  3月 11日地震による南北方向の 2号原子炉建屋加速度床応答スペクトルの超過－1.1
から 3.5Hz範囲で超過。例えば 2.0Hzで 1.63倍（950cm/s²に対し 1550cm/s²），3.3Hzで 1.20倍

（2575 cm/s²に対し 3100 cm/s²）の超過 
  
 
 
 
 
 

Response of DBEGM Ss-D 

Response of DBEGM Ss-B 

Response of DBEGM Ss-F 

Observed record(North,outer) 

Observed record(South,outer) 

Response of DBEGM Ss-D 

Response of DBEGM Ss-B 

Response of DBEGM Ss-F 

Observed record(West) 

Observed record(East) 
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図 5-12 3月 11日地震による南北方向の 2号原子炉建屋加速度床応答スペクトルの超過 

－ 1.7から 3.3Hz範囲で超過。例えば 2.0Hzで 1.32倍（775 cm/s²に対し 1030 cm/s²）の超

過 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図 5-13  3月 11日地震による南北方向の 3号原子炉建屋加速度床応答スペクトルの超過 

－ 1.7から 3.7Hz範囲で超過。例えば 2.0Hzで 1.54倍（910 cm/s²に対し 1400 cm/s²）の超

過 
 
 
  

Response of DBEGM Ss-D 

Response of DBEGM Ss-B 

Response of DBEGM Ss-F 

Observed record 

 

Response of DBEGM Ss-D 

Response of DBEGM Ss-B 

Response of DBEGM Ss-F 

Observed record(West) 

Observed record(East) 
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図 5-14 3月 11日地震による南北方向の 3号原子炉建屋加速度床応答スペクトルの超過－

1.7から 11Hz範囲で超過。例えば 3.0Hzで 1.40倍（1060cm/s²に対し 1495 cm/s²），6.8Hzで
1.40倍（1060cm/s²に対し 1495cm/s²），10.5Hzで 1.15倍（1340cm/s²に対し 1525cm/s²）の

超過 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 5-15 3月 11日地震による東西方向の 3号原子炉建屋加速度床応答スペクトルの超過－

5.6から 8Hz範囲で超過。例えば 6.2Hzで 1.46倍（785 cm/s²に対し 1145cm/s²）の超過 
  
  
  

Response of DBEGM Ss-D 

Response of DBEGM Ss-B 

Response of DBEGM Ss-F 

Observed record(West) 

Observed record(East) 

Response of DBEGM Ss-D 

Response of DBEGM Ss-B 

Response of DBEGM Ss-F 

Observed record(North) 

Observed record(South) 
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5.7 Sクラスクラスクラスクラス構造物構造物構造物構造物のののの 所見所見所見所見 

5.7.1 1，，，，2およびおよびおよびおよび 3号機原子炉建屋号機原子炉建屋号機原子炉建屋号機原子炉建屋  

5.7.1.1     まとめまとめまとめまとめ 

地震と余震の構造物（機器とシステムの埋め込みと固定部を含む）に対する影響を

観察するために，ストラクチャーチームは，3 つの原子炉建屋の多くの部分を踏査

した。安全系の建屋として，これらの構築物は，耐震 S クラスに設計された。スト

ラクチャーチームの収集された観察結果に基づくと，構造物の全体的な健全性は，

損なわれていなかった。損傷は細かいひびに限られ，いずれも建物の構造健全性に

影響を及ぼさなかった。構造物の踏査による 1 から 3 号機の原子炉建屋の写真を付

録 VII に示す。 
 

5.7.1.2     1号機号機号機号機  

5.7.1.2.1 背景情報背景情報背景情報背景情報 

運転開始:   1984 
外部寸法:   53.3m x 43.8m  
全高:    63.67m   
埋め込み深さ:  16.0m  
基礎種類:   岩盤上に造られた 3.5m厚さのべた基礎 
建設種類:  鋼製トラス支持鉄筋コンクリート屋根（15cm）を有する

鉄筋コンクリート耐震壁 
 
表 5-6 女川原子力発電所における 3 月 11 日および 4 月 7 日地震の加速度記録（ガル） 

 

 3/11 地震 (本震) 4/7 地震 (余震) 

南北 東西 鉛直 南北 東西 鉛直 

屋上 

>2000 (2202) 1636 (2200) 1389 (1388) >2000 1494 1212 

オペレーティ

ングフロア 

(5F) 

1303 (1281) 998 (1443) 1183 (1061) 1280 901 724 

1F 

573 (660) 574 (717) 510 (527) 403 513 385 

基礎版上 

540 (532) 587 (529) 439 (451) 378 373 381 

 
太字の数字は地震が設計値を超えたもの 
括弧内は基準地震動（DBEGM）Ssに基づく設計値 
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5.7.1.2.2 踏査踏査踏査踏査とととと詳細観察詳細観察詳細観察詳細観察 

 
高さ 44.7mの原子炉建屋最上階は，地震の間，最大の加速度を受けた。チームの観

察によれば，地震は壁の構造健全性に影響を及ぼさなかった。 
 
今回の地震とは無関係な以前の修理，たとえば縮み効果による修理は印を付けられ，

壁のより高い位置で主に観察された。それらはこの地震に関係するものでなかった

ので，チームはこれらを基本的に無視した。しかし，それは地震により既存の損傷

からひびが更に広がったかどうか理解するために有益であるだろう。 
 
5 階面において，壁の幾つかのひびを観察し，その大部分は取るに足らない小さな

ひびであり，それらの多くは女川原子力発電所員により既に確認され，印が付けら

れていた。下の階では，チームは床面から簡単に観察可能だったひびを確認するだ

けであった。壁のひびは軽微であり，典型的には幅＜0.3mm のもので，幾つかは

0.6mmまであった。女川原子力発電所の社内基準では，構造健全性や遮蔽等の包括

的な目的のために許容される最大のひび幅は 1mmである。チームも女川原子力発電

所員も，この制限を上回るひびは認めなかった。確認された，重要ではないひびの

幾つかは壁面の埋め込み金具，アンカープレートに近接したり通過したりしていた

が，これはどんな形であれそれらのパフォーマンスに影響を与えそうにない。 
 
建屋の西の壁で，せん断ひび（鉛直から 45度角度の『十字』または斜めのひび）は

明らかであった。これはおそらく，床の加速度が E-W方向よりも N-S方向で高かっ

たからである。女川原子力発電所員によると，天井クレーンは西側の壁の近くで停

められていたため東側の壁より，西側の壁へより大きなせん断荷重がかかったと思

われる。 
 
今回観察されたひびの多くが以前の地震によるものと通常のコンクリートの縮みに

よるものであると，チームは考えている。3/11 の地震以外に，2005年の M7.2 宮城

県沖の地震もまたプラントに影響を及ぼし，それは重要な事例の 1 つと言われてい

る。 
 
全体として，現在までひびを確認し，一覧を作成する女川原子力発電所員の取り組

みは，入念であったと考えられる。一部で，石膏または塗料がコンクリート表面を

覆っていたため，それらを取り除くことなくコンクリート自体のひびの正確な範囲

を観察することはできなかった。 
 
原子力発電所員によると，地震の直後，所員は構造物の健全性を詳しく調べた。次

に，より詳細な点検（現在も進行中）で，建屋で観察されたあらゆる損傷とひび範

囲の一覧を作成した。ひびとひびの幅が最も集中した箇所であると所員が述べたも

のを含むひびの位置図の幾つかをチームは確認した。原子力発電所員によると，典

型的な地震によるひびは，他の階と同様に 5階の壁にあった。 
 
原子炉建屋の天井クレーンが利用できないため，原子力発電所員は，オペレーティ

ングフロアからの目視確認以外，鋼製屋根トラスの詳細な検査を行っていなかった。
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地震の後，原子力発電所員はクレーンを点検し，軸受が損傷していると確認したた

め，クレーンは機能していないと判断した。 
 
原子炉建屋の一階に下りながら，低層階の簡易なチェックにおいて，チームはより

少ないひびを確認した。これは，原子力発電所員による，より詳細な確認結果と一

致していた。 

5.7.1.3     2号機号機号機号機  

5.7.1.3.1 背景情報背景情報背景情報背景情報 

 
運転開始:   1995 
外部寸法:   77.0m x 84.0m 
全高:    64.6m   
埋め込み深さ:  28.9m  
基礎種類:   岩盤上に造られた 6m厚さのべた基礎 
建設種類:  鋼製トラス支持鉄筋コンクリート屋根（15cm）を有する

鉄筋コンクリート耐震壁 
 
表 5-7 女川原子力発電所における 3 月 11 日および 4 月 7 日地震の加速度記録（ガル） 

 

 3/11 地震 (本震) 4/7 地震 (余震) 

南北 東西 南北 東西 南北 東西 

屋上 

1755 (3023) 1617 (2634) 1093 (1091) 1975 1657 1386 

オペレーティ

ングフロア 

(3F) 

1270 (1220) 830 (1110) 743 (968) 1173 686 1002 

1F 

605 (724) 569 (658) 330 (768) 465 516 426 

基礎版上 

607 (594) 461 (572) 389 (490) 387 388 373 

 
太字の数字は地震が設計値を超えたもの 
括弧内は基準地震動（DBEGM）Ssに基づく設計値 
 

5.7.1.3.2 踏査踏査踏査踏査とととと詳細観察詳細観察詳細観察詳細観察 

 
1 号機と同様に，2 号機においてチームは軽微なひびと斜めのせん断ひびを確認した。 
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チームは，中間階の燃料交換制御室から，オペレーティングフロア（3 階面）を確

認した。原子炉ヘッドは取り出されていたので，チームはより高い線量率のために

オペレーティングフロアに入らなかった。制御室のガラスの窓は，3/11 の地震によ

り壊れた。 
 
地震は，天井クレーンにも燃料交換機にも影響を及ぼさなかった。 
 
屋根トラス（建設時のサポートのために使われた特定の鋼部材）が地震で変形した

と，女川原子力発電所員は説明した。制御室内の視認に有利な場所から，チームは

非常に軽微な変形だけを確認した。 
 
2 階では，チームは，広い床開口部の角で軽微な斜めの（1mm より幅の広い）ひび

を確認した。（構造格子線 RF-RH/R8-R10において） 

5.7.1.4     3号機号機号機号機  

5.7.1.4.1 背景情報背景情報背景情報背景情報 
 
運転開始:   2002 
外部寸法:   80.5m x 77.0m 
全高:    64.6m   
埋め込み深さ:  28.9m  
基礎種類:   岩盤上に造られた 6m厚さのべた基礎 
建設種類:  鋼製トラス支持鉄筋コンクリート屋根（15cm）を有する

鉄筋コンクリート耐震壁 
 
表 5-8 女川原子力発電所における 3 月 11 日および 4 月 7 日地震の加速度記録（ガル） 

 3/11 地震 (本震) 4/7 地震 (余震) 

南北 東西 南北 東西 南北 東西 

屋上 1868 (2258) 1578 (2342) 1004 (1064) 1959 1775 963 

オペレーティ

ングフロア 

(3F) 

956 (1201) 917 (1200) 888 (938) 750 1019 1333 

1F 

657 (792) 692 (872) 547 (777) 420 688 477 

基礎版上 

573 (512) 458 (497) 321 (476) 396 398 311 

 
太字の数字は地震が設計値を超えたもの 
括弧内は基準地震動（DBEGM）Ssに基づく設計値 
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5.7.1.4.2 踏査踏査踏査踏査とととと詳細観察詳細観察詳細観察詳細観察 

 
1，2 号機と同様，3 号機の損傷は，斜め方向のせん断ひびを含む，微小ひびのみで

あった。 
 
チームは地上 1階，地上 2階と同様に，地下 2階，地下 3階の踏査を実施した。2号
機と同様に原子炉ヘッドが取り外されていたので，高線量となることからオペレー

ティングフロアには入らなかった。2 号機と 3 号機の全体的な構造の類似性から，

地震の時に 2 つの原子炉建屋では同程度の加速度を経験しており，チームとしては

3号機オペレーティングフロア特有の調査を実施する必要は無いと考えた。 
 
全般として幾つかの場所ではおよそ 0.8mmのひびがあったものの，鉄筋コンクリー

ト壁には幅 0.3mm以下のひびがあった。これら小さなひびは構造物全体の健全性に

影響を与えない。また，チームは設備のアンカーを支える埋設部分で微小なひびの

み確認した。 
 
1 階では，構造格子線 RG/G7において，およそ 2m×2mの壁範囲で充填されたコン

クリートブロック壁（コンクリートレンガで埋められた元の開口壁）の境界に沿う

ひびがあったが，このような充填コンクリートレンガ壁は強度部材として考慮され

ていないため，そのひびは重要ではないと判断した。壁付近に安全系の設備は全く

なかった。 
 
2階では，構造格子線 RB/R10に沿って，鉄筋コンクリートスラブと壁の接合部に幅

およそ 0.3mmの軽微な損傷ひびを確認した。 
 

5.7.1.5     アンカーとサポートアンカーとサポートアンカーとサポートアンカーとサポート 

 
チームは多数の壁面のアンカー（主として埋め込みの鋼製プレートを使用），サポ

ート，配管支柱，電線管，ダクト，機器等を観察した。ほとんどの配管サポート，

HVAC（換気空調系），ケーブルトレイは予め埋められたアンカープレートに溶接

されている。建設後に設置された幾つかのサポートは，コンクリート構造物にケミ

カルアンカーで固定されている。チームは，アンカーに如何なる損傷も認めなかっ

た。 
 

5.7.1.6     2号取水号取水号取水号取水路路路路とととと海水海水海水海水ポンプポンプポンプポンプ室室室室 
 

ストラクチャーチームは，本震と余震が構造物および隣接構造物との接続部に与え

た影響を観察するため，2号機の取水路全長と海水ポンプ室を調査した。この安全

系の構造物は耐震 Sクラスで設計されていた。ストラクチャーチームの観察結果に

よると，構造物全体の健全性は損なわれていなかった。取水路踏査時の写真を付録

VII に示す。 
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5.7.1.6.1  背景情報背景情報背景情報背景情報 

 
3月 11日の地震やその津波の前，全 3基の取水路は約 13ヶ月ごとに，2-3ヶ月にわ

たり定期点検されていた。点検員は，コンクリート構造物の全ての既存のひび割れ

の進展を調査し，また，新たなひび割れも特定し，記録した。2 定検毎に，取水路

はコンクリート表面における生物の生長

15
を防ぐために塗装された。塗装は，点検

員がひび割れを確認する妨げにはならなかった。点検により確認された幅 0.4mm以

上のひび割れは補修された。女川原子力発電所員によると，3 月 11 日地震によって，

幅 0.4mm以上のひび割れは確認されていない。 
 
水路とポンプ室を含む取水設備全体は，岩盤上の無筋コンクリートの上，または岩

盤に直接設置されている。2 号機の構造物は原子炉建屋側でおよそ 20m，取水口側

でおよそ 11mの基盤深さに埋められている。水路の主構造は，幅 13.4m×高さ 5.5m
の 2連のボックスカルバートで，各内空断面は幅 5m×高さ 3mである。 
 
取水路は，コンクリートブロック間に厚さ 2cm のゴムシールの伸縮目地があり，水

流を制限している。これにはオメガ型の耐水伸縮継手も特定の場所に含まれる。取

水口前面では，モジュール式のコンクリート製カーテンウォールが漂流物が取水口

へ侵入して損傷することを防止し，防波堤のような役目を果たしている。 
 
2 号機取水路を調査対象に選定したのは，水路とポンプ室が，更なる耐震補強工事

のために既に抜水されていたからである。チームは，この（2 号機）構造物が女川

原子力発電所員が点検済みの 1 および 3 号機を代表する構造物であると考えている。 
 

5.7.1.6.2  踏査踏査踏査踏査とととと詳細観察詳細観察詳細観察詳細観察 

 
チームは，取水口前面の古いカーテンウォールと，更に海洋側にある新しいカーテ

ンウォールを調査した。 
 
古いカーテンウォール構造物は現在使われてはいないものの，構造物上部の通路は

まだ残っている。使われていないカーテンウォールの支持梁と桟橋通路の接合部の

一箇所に損傷が認められたが，桟橋には損傷がなかった。しかしながら，チームは

この損傷は，地震や津波の負荷によるものであると考えている。 
 
新しい稼働中のカーテンウォールは，他の構内場所同様，地殻変動により 1m の沈

下を経験した。水面上に新しい鋼製ブラケットとコンクリート版を設置し，壁高さ

を増す改造を確認した。3 月 11 日地震による目に見える唯一の損傷は，護岸が片方

に約 40cm移動したことのみであった。 
 
取水口のコンクリート製角落しは，海水浸入がほとんど無く，ゲートの稼動を邪魔

するようなずれ挙動の痕跡が無いことから，よく機能を果たしているように見えた。 
●                                                  

15  コンクリート表面に貝等が付着すること。これにより海水の流れが乱される。 
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水路内において，通常点検中に確認され，分類されたひび割れは明確に印が付けら

れ，点検記録と一致しているようだった。特定されたひび割れの大部分は 3月 11日
の地震より前に存在し，ほとんどが収縮や熱応力等によって発生したものであった。

収縮や熱応力等による最大のひび割れは，およそ幅 0.2-0.35mmであった。女川原子

力発電所員がチームに提供した情報によると，幅 0.4mm以上のひび割れは修理され

るが，これまでのところ 3月 11日後に，このようなひび割れは全く確認されていな

い。女川原子力発電所員との議論の結果，3 月 11 日地震，津波は，従来より存在し

ていたひび割れ幅が広がることについて，非常に限定的あるいは全く影響が無かっ

たことを意味した。 
 
伸縮継手では，継手部を跨ぐ配置において，いくらかの非常に限定されたずれがあ

った。ずれは重大なものではなく，また，地震および津波の直接的な影響かどうか

は明確ではない。将来のずれ量を監視するために，女川原子力発電所員は伸縮継手

の両側に目印を設置していた。 
 
海水ポンプ室への入り口において，女川原子力発電所員は，想定される DBEGM の

改訂と強化に備えるため，内部隔壁にせん断補強筋を設置する改造を実施中である。

しかし壁はなんら地震損傷を受けていないように見えた。 
 
取水路の底版には，ひび割れ等の重大な証拠は無く，岩盤と無筋コンクリート間の

如何なるずれ兆候も無かった。 
 

5.7.1.7     2，，，，3号機排気筒号機排気筒号機排気筒号機排気筒 

ストラクチャーチームは，2，3号機排気筒の鋼管支持構造物の下 3層（プラットフ

ォーム）を調査した。この安全系構造物は耐震 Sクラスで設計されていた。地震発

生当時，耐震設計審査指針の改定に応じて排気筒の補強工事が実施中であった。し

たがって工事の一部は 3月 11日の地震の後に完了した。ストラクチャーチームは，

確認したどのエリアにおいても地震による損傷が無いことを確認した。排気筒踏査

時の写真を付録 VII に示す。 
 

5.7.1.7.1 背景情報背景情報背景情報背景情報 

外部寸法（基礎部）: 38.0m x 38.0m  
全高:    160m (筒身), 147m (鋼管製支持鉄塔)  
埋め込み深さ:  18.8m 
基礎種類: 岩盤上に高さ 5.0mの直接基礎（3月 11日地震直前に，

地表面まで，コンクリートで充填されている） 
建設種類:   鋼管製支持形式 
 
排気筒支持構造物は鋼管製鉄塔である。現在，5つのプラットフォームに，地震時

に排気筒の動きを抑えるためのダンパーがある。地震発生時，最下層プラットフォ

ームのダンパーのみが設置されていた。 
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コンクリート基礎は，基礎スラブに地中梁と柱を結したフレーム構造として元々設

計された。3月 11日の地震直前，ボックス構造の“空洞”はコンクリートで完全に

充填された。 

5.7.1.7.2 踏査踏査踏査踏査とととと詳細観察詳細観察詳細観察詳細観察 

排気筒の踏査において，いかなる種類の構造上の損傷も観察されなかった。 
 
振動減少位置においては，各塔身毎に 4つの弾塑性ダンパーが排気筒周りに等間隔

で設置されている。一対のダンパー（排気筒で各々反対側に位置している）は，一

方向にのみ自由に移動できる。排気筒と支持鉄塔間の相対的な動きを許容するため

に，20cmのクリアランスが元々設計されており，地震後もそのまま存在している。

地震前にダンパーが設置された最下層プラットフォームでは，支持鉄塔と排気筒と

の間に，いかなる接触痕もなかった。 
 
設置された弾塑性ダンパーは，基本的に，太い円形の鋼製ロッドであり，非拘束方

向にダンパーが動くのを案内する矩形のパッドが付いている。これらのダンパーは

支持鉄塔に接続され，ロッドの弾性および塑性変形を通じて，支持鉄塔と排気筒間

の相対運動が起こった場合にエネルギーを散逸させるよう設計されている。 
 
最下層において，円形の鋼製ダンパーは上層のものよりも著しく細かった。女川原

子力発電所員によると，最下層のダンパーは 3月 11日の地震後に取り替えられた。

チームは，地震時に設置されていたダンパーを調査し，，鋼製ロッドに変位がない

ことを確認した。これは，地震時のダンパー効果は弾性変形が支配的であったこと

を確認した。これはまた，地震時に排気筒と支持鉄塔の間の大きな相対運動は無く，

両者の応答は剛であったことを意味する。 
 
チームは指示鉄塔の主柱材に溶接された追加鋼板等の工事も確認した。これらの改

良は，構造物の安全裕度を増すために 3月 11日地震前に追加され始めた。 

5.7.1.8     2号号号号 SGTSカルバートカルバートカルバートカルバート 

ストラクチャーチームは本震と余震が構造物および隣接構造物との接続部に与えた

影響を観察するために，2号機の非常用ガス処理系（SGTS）カルバート全長を調査

した。この安全系の構造物は耐震 Sクラスで設計されていた。ストラクチャーチー

ムの観察結果によると，構造物は地震によって本質的に損傷を受けていなかった。

SGTSカルバート踏査時の写真を付録 VII に示す。 
 

5.7.1.8.1 背景情報背景情報背景情報背景情報 

2号機 SGTSカルバート全長のおおよそ 3分の 2は，岩盤内に掘削されたトンネルで

あり，3分の 1は岩盤上に設置されている。この構造物は全長おおよそ 190mであり，

2号機原子炉建屋と 2号機排気筒を接続している。カルバートは原子炉建屋側で深

さおおよそ 25m，排気筒側で深さ 15mの岩盤上に設置され，埋め戻されている。こ

れは耐震 Sクラスで設計された。 
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5.7.1.8.2 踏査踏査踏査踏査とととと詳細観察詳細観察詳細観察詳細観察 

SGTSカルバートにアクセスする階段室入り口で，津波の浸水を防護するために改

造されたシール付きの鋼製ドアを確認した。 
 
カルバートは長さ約 7mのセグメントから構成されている。これらセグメント間の

調査で，カルバートの排気筒側（地表面に近いところ）に向かって長手方向，鉛直

方向の軽微な相対変位が観察された。チームが確認した大部分のひび割れは，主と

して幅 0.3mm以下であり，女川原子力発電所員により既に確認されていた。ひび割

れの大部分は，収縮や鉄筋コンクリートに典型的な他の影響によるものと思われる。

より長く，より幅の広いひび割れが局所的に確認された（例えば，276-3番のひび割

れは，幅 0.5mm，長さ 7.8m）。しかしながら，周辺土壌からの些細な湿気の浸み出

し以上の痕跡は全くなかった。チームは地震によるいかなる重大な損傷も確認しな

かった。鋼製の床がカルバート全長に渡って覆っていたため，チームはカルバート

の底版は調査することが出来なかった。 
 
カルバート構造物と排気筒基礎および原子炉建屋との接合部は，オメガ型防水ジョ

イントで分離されている。チームはこれらジョイントに全く損傷が無いことを確認

した。 

5.8 耐震耐震耐震耐震 B クラスクラスクラスクラス構造物構造物構造物構造物のののの踏査踏査踏査踏査 

5.8.1 1，，，，2号機号機号機号機タービンタービンタービンタービン建屋建屋建屋建屋 

ストラクチャーチームは地震と余震が，機器や系統の埋設物とアンカーを含む構造

物に与える影響を確認するため，1，2 号タービン建屋のほとんどを踏査した。ター

ビン建屋は耐震 B クラス（すなわち耐震 Sクラスの安全系の構造物に対する要求の

およそ半分）で設計された非安全系構造物である。日本の原子力基準によると，耐

震設計に垂直方向の加速度は考慮されていない。ストラクチャーチームの収集観察

結果から，構造物全体の健全性は損なわれていなかった。改善の工事が必要とされ

ると考えられる場所は全くなく，幾つかのケースでは補修工事が既に実行されてい

た。タービン建屋踏査時の写真は付録 VII に提供されている。 
 

5.8.1.1     2号機号機号機号機  

5.8.1.2     背景情報背景情報背景情報背景情報 
 
外部寸法:   96.0m x 57.7m 
全高:    49.5m   
埋め込み深さ:  17.0m  
基礎種類:   岩盤上に造られた 3.0m厚さのべた基礎  
建設種類: 鋼トラス支持の鉄筋コンクリート屋根（17cm）の鉄筋コンクリ

ート耐震壁。上部柱間水平安定性は屋根トラスを支持している

鋼製フレームによる 
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5.8.1.3     踏査踏査踏査踏査とととと詳細観察詳細観察詳細観察詳細観察 

ストラクチャーチームは 1，2 号タービン建屋で，建屋全体の健全性を損なういかな

る損傷も確認しなかった。 
 
OP+24.8mとタービン建屋で最も高いレベルであるオペレーティングフロア（2 階）

から踏査を開始した。 
 
原子炉建屋と同様，チームは外側耐震壁および内部柱の下層で非常に多くの小さな

ひびを観察した。大部分のひびは女川原子力発電所員による地震後点検で既に特定

されていた。観察された幾つかの軽微なひびは壁の埋設部やアンカープレート近傍

に存在，あるいはそれらを通過していた。ベースプレートの目に見える変位は全く

なく，軽微なひびはそれらのパフォーマンスに全く影響を与えていないと考えられ

る。 
 
上層の壁柱間は女川原子力発電所員によりひび調査が間もなく行われる。しかしな

がら，およそ１mm 幅の縦のひびが外部壁の防水コーティングに確認され，耐震性

の観点から詳細調査が行われている。女川原子力発電所員はこれらひびが，鋼製屋

根トラス構造物を支える鋼製柱近傍に，幅約 1mm，長さ約 5m に渡るものであるこ

とを確認した。チームはオペレーションフロアレベルから，これら詳細を確かめる

ためにひびに近づいて観ることは出来なかった。 
 
チームは，グリッド位置 TG-T1（オペレーティング格子線 G-1）の支持柱と主要ビ

ーム鋼材周囲の接続部で孤立したひびの実例を観察した。通常状況下において，こ

のひびはジョイントの構造健全性に影響を与えるとは思えないが，しかしながら，

このひびの程度を更に詳細に調査することは，価値があると思われる。 
 
全体的に見れば，女川原子力発電所員の点検の一環として全てのひびが記録された

わけでは無いと思われるが，非常に限られたひびがスラブに確認された。 
 
主鋼製トラス構造（短い軸に沿って屋根を支えている）には，目に見える損傷はそ

の構造鋼材に全く認められなかった。サブトラス（縦の軸に沿って屋根を支えてい

る）において，チームはグリッド線 T1周辺壁近接の対角線上の鋼材を観察したが，

それは曲がっていた。 
 
チームはまた，構造トラスのボトムの弦に繋がった幾つかの曲がった水平方向の筋

交い鋼材を確認したが，女川原子力発電所員は建設時の「一時的な」ものだと説明

した。オペレーティングフロアからは，個々の鋼製構材に繋がったガセット板（補

強用鉄板）に損傷は全くなかった。 
 
サブトラスのボトムの柱の，4 つのサポート接続部において，接続ボルトがせん断

変形していた。チームはこれら鋼材曲げおよびボルトせん断は，おそらく耐震設計

Bクラス構造物の地震力の考慮不足から引き起こされたものと考える。 
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本来備わっている冗長性が高かったため，屋根トラスはその全体の構造健全性を維

持したと考えられる。しかしながら，せん断変形したボルトは慎重な修理がなされ

る。女川原子力発電所員はこの損傷を計画的に修復することを決めた。 
 
チームの訪問の間，タービンは分解され，修理中だった。修理がすでに行われてい

たため,チームはこのエリアを詳細に点検することは出来なかったが，チームはター

ビンサポート近傍のコンクリートの表面と同様に，タービン基礎の幾つかのボルト

が損傷を受けたことを聞いた。ボルトは地震の結果として明らかに曲がったが，改

善のための地震後作業の一環として，それらは交換された。 
 
女川原子力発電所員との議論において，タービンペデスタルと周囲の床の間に

25mm のギャップがあったことが示された。しかしながら，地震によるこれら要素

間の衝撃の結果として，少しの損傷も現れなかった。これは，タービンと周辺のオ

ペレーティングフロア間における，限定された差動運動を持つ堅固な組み合わせ応

答を示している。 
 
階段中心を降りたので，チームは多数の重要ではない小さなひびを確認し，それら

の幾つかは埋め込み物の間に位置していた。 
 
地下 1 階床レベル（OP+7.6m）での軽微なひびが他の位置のものと一列に並んで観

察された。しかしながら重要と考えられるものは全くなかった。 
 
建屋を通して，コンクリートブロックレンガ充填壁がある。高さ 3m 以下の充填壁

に対し，継続的な閉鎖工事がなされている。しかしながら，より大きな充填壁に対

して，それらのうち幾つかは 6-7mの高さがあるのだが，潜在的に危険な地震ハザー

ドを避けるため，レンガはビーム／柱システムで分割されている。 
 

5.8.1.4     1号機号機号機号機  

5.8.1.5     背景情報背景情報背景情報背景情報 

外部寸法:   93.8m x 61.1m 
全高:    38.65m   
埋め込み深さ:  20.0m  
基礎種類:   岩盤上に造られた 2.5m厚さのべた基礎  
建設種類: 鋼製トラス支持鉄筋コンクリート屋根（15cm）を有する

鉄筋コンクリート耐震壁 
 

5.8.1.6     踏査踏査踏査踏査とととと詳細観察詳細観察詳細観察詳細観察 

2 号機に関しての概略観察記録は，特に軽微なひびと斜めのせん断ひびに関して，1
号機の踏査にも適用可能であった。しかしながら，チームは建屋の屋根トラスにお

いて，曲がりが無いことを確認した。 
 
T5-/T6-TB 柱間内で，外部壁周囲の全範囲の中間に，ビームの全深さに沿った，収

縮により生じた垂直ひびがあった。ひび幅を測定することは不可能であったが，オ
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ペレーティングフロアから見ることができ，ビームのベースでおそらく 1mm程度で

あった。グリッド点 T5-TBでは，柱と耐震壁の間に垂直の割れ（これも約 1mm）が

あった。柱間 T2/T3-TB内で，チームは斜めのせん断ひび割れを周囲壁で見つけた。

このひびは構造物全体の健全性に影響を全く与えない。 
 

5.9 耐震耐震耐震耐震 C クラスクラスクラスクラス構造物構造物構造物構造物のののの踏査踏査踏査踏査 

5.9.1 放射性固体廃棄物貯蔵建屋放射性固体廃棄物貯蔵建屋放射性固体廃棄物貯蔵建屋放射性固体廃棄物貯蔵建屋 

ストラクチャーチームは地震とそれに続く余震が構造物と接続部に与えた影響を観

察するために，放射性固体廃棄物貯蔵建屋の 3 つのエリアを調査した。この非安全

系構造物は耐震 C クラスで設計された。ストラクチャーチームが収集した観察記録

によると，伸縮継手部の弱部の幾つかの損傷にも関わらず，構造物全体の健全性は

損なわれなかった。放射性固体廃棄物貯蔵建屋踏査時の写真は付録 VII に掲載して

いる。 
 

5.9.1.1     背景情報背景情報背景情報背景情報 

          Area A   Area B        Area C 
運用開始:          1982     1993             1999 
 
外部寸法:   A，Bエリアは一体で 95m x 36m   32m x 36m 
 
全高:           13.7m     10.3m         15.3m 
 
基礎種類:   岩盤上の杭基礎  
 
建設種類: 内部梁と柱フレームがある鉄筋コンクリート耐震壁 
 
放射性固体廃棄物貯蔵建屋は，A，B，C エリアから成る 3 つのフェーズで建てられ，

それらは伸縮継手で分けられている。A，B エリアは 2 階構造であり，C エリアは 3
階構造である。ある位置は床面の積載荷重条件は非常に高く，30kN/m2以上である。

放射線遮へいのため，外部境界壁は 60cm厚さ，屋根スラブは厚さ 40cmである。 
 

5.9.1.2     踏査踏査踏査踏査とととと詳細観察詳細観察詳細観察詳細観察 

地震による直接的な，唯一の目に見える損傷は，A，B エリア間の継ぎ手部だった。

壁間の伸縮継手は損傷がなかった。しかし，継ぎ手は床まで続いていなく，地震時

の建屋の差動運動が幾つかの損傷を引き起こし，床スラブ内の補強鉄筋を露出させ

た。この損傷はまた，壁の基礎内に拡大したが，そこには継ぎ手に近接した負荷に

耐える柱の健全性を失う，目に見える証拠は全くなかった。損傷はスラブ内の弱部

の結果であり，それは両側のスラブ間の差動運動を許容した。 
 
チームは１階面を支持している主要なビームの幾つかに全長にわたるひびを確認し

た。概して均等な間隔があり，収縮効果の発生を示している。構造物周辺の別の場

所で軽微なひびがあったが，その安定性に影響を与えるものは全く無かった。 
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C エリア 3 階で，チームは 3 層高さに積まれた多数の放射性廃棄物貯蔵バレルを見

せられた。地震でバレルの拘束が緩み，2 本が床に落ち，2 本がその場で転倒した。

これらの落下物が構造物に与えた損傷はなく，バレルも開かなかった。女川原子力

発電所員は，地震の結果としてバレルラックの一部でわずかな位置ずれがあったと

推定した。位置ずれはおよそ 5cmであると確認された。 
 
外部で，建屋周辺の埋め戻し土が地震で沈降し，建屋を支える杭基礎上の多数のフ

ーチング基礎が露出した。構造上の損傷は全く観察されなかった。 
 

5.10 防潮堤防潮堤防潮堤防潮堤のののの踏査踏査踏査踏査 

プラントを防護している元々の敷地造成レベルは海抜 14.8mであった。3 月 11日の

地震により，日本の東海岸の一部は，海水面に対しておよそ 1m 沈下した。結果と

して，津波の際，敷地高の有効高さは，海抜 13.8mであった。地震の後，東北電力

は海抜 17mまで，高さ 3m の盛土を築いた。ストラクチャーチームは一段高くなっ

た敷地の海側と法面補強構造において損傷，沈下，機能不全が無いことを確認した。

防潮堤踏査時の写真は付録 VII に掲載している。 

5.10.1 背景情報背景情報背景情報背景情報 

東北電力は，津波対策を重要課題と認識し，女川原子力発電所の津波対策を講じて

きた。 
1号機計画当時，過去の記録に基づき敷地での津波高さは 3m程度と推定した。しか

し専門家による議論結果を踏まえて，東北電力は敷地高さを津波高さへの余裕を考

慮し，海抜 14.8mとした。2 号機計画時には，東北電力は日本で初めて 869 年貞観

津波に関する古地震学的調査を実施した。 
2，3 号機の敷地高さは，津波の数値シミュレーションにより津波高さを 9.1m と評

価した上で，1号機と同じ高さ（14.8m）に設計された。 
2002年，土木学会手法に基づき，東北電力は社内で津波高さを 13.6mと試算し，敷

地の安全性を確認した。GEJEの津波高さは 13.0m（潮位計）であり，土木学会手法

による結果と同程度の高さであった。 
 
外部寸法 (基礎部):  発電所敷地の海側縁全長 
海抜:    14.8m 当初設計 

13.8m (3月 11日地震後，半島の 1m沈降による) 
17.0m (3月 11日後，3.2mの防潮堤追加後) 

建設種類: 元々の敷地造成地盤(14.8m) - コンクリートで法面補強さ

れた盛土 
 3月 11日後－セメント混合土盛土(100kg/m3)による防潮

堤 
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表 5-9女川原子力発電所における津波評価の概要 

 
 

5.10.2 踏査踏査踏査踏査とととと詳細観察詳細観察詳細観察詳細観察 

ストラクチャーチームは敷地の海側法面と法面補強構造においていかなる損傷，沈

下，機能不全も見つけられなかった。 
 
現在，防潮堤に対する設計基準は無いが，元々の女川原子力発電所盛土斜面は一部

JEAG4601&2008に基づいて設計された。土木学会手法（原子力発電所の津波評価技

術，2002）に基づき，女川サイトにおける理論上の津波高さは 13.6mと計算された。

3月 11日に観測された津波高さは 13mであった。暫定の追加裕度を確保するために，

3 月 11 日以降，新たに高さ 3m の防潮堤が，従来の盛土敷地上に設置された。現在

評価中の結果によっては，さらに高くなるかもしれない。 
 
女川原子力発電所員によると，防潮堤の沈下量測定は年一回，さらに目視確認が毎

月行われる計画である。 
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6. 運転員運転員運転員運転員とととと保修員保修員保修員保修員へのインタビへのインタビへのインタビへのインタビューューューュー 

プラント停止に用いられた系統と，安全な停止状態を保つために用いられた系統

のパフォーマンスを独立して評価するために，2011年 3月 11日に任務に当たった

原子力発電所の運転員およびシフト監督者に対し，インタビューを実施した。各

号機のプラント状態と運転操作の時系列を評価した。各号機の状態を以下にまと

めた。地震発生時，発電所外における地震による損傷のため，送電線 5 系列のう

ち 1 系列のみが利用可能であった。この 1 系列（松島幹線）は，交流電源の共通

母線があるため，全 3 基に電源を供給することが出来た。全号機が地震信号で 14
時 46分に停止した。各号機の制御室における操作の詳細は付録 VIII に記載する。 
 
1号機: 
 
両方のディーゼル発電機が待機モードで起動した。14時 55分，地震により高圧し

ゃ断器が故障したことで，275kV 起動変圧器が機能喪失した。これにより 1 号機

で電源を喪失したが，同時にディーゼル発電機が非常用交流電力をユニットに供

給した。14時 59分，運転員は炉心冷却のために RCIC系を起動し，原子炉水位お

よび圧力を制御するために主蒸気逃がし安全弁を使用した。冷温停止を達成する

ために，運転員は原子炉を手動減圧し，15 時に RHR 系を手動起動した。3 月 12
日 0 時 58 分，原子炉は冷温停止に到達した。地震の間，制御室は非常に大きな揺

れに見舞われたが（手摺りとヘルメットが必要となった），外部電源を喪失した

状況であっても，安全機能や設備操作性に関する事故を起こすことなく運転操作

が行われた。プラントを停止し，安全な停止状態を保つために必要となる中央制

御室計器類が機能喪失することは全く無かった。起動変圧器は 3 月 12日 2 時 5 分

に復旧した。 
 
2号機: 
 
地震発生時，2 号機は起動操作を開始したところであり，臨界に到達していなかっ

た。外部電源は利用可能であった。2号機は 14時 49分に冷温停止した。しかしな

がら，2 号機は津波により海水ピットが浸水した。この事象は 5.8 節に詳述する。

津波は 15時 23分に到達し始めた。2 号機の CWPは 15時 23分に水位低誤信号で

停止した。運転上の観点からは，原子炉補助エリア外壁の配管貫通部からのリー

クによって，RCW 熱交換器およびポンプ(B)室，さらには隣接する HPCW 熱交換

器およびポンプ室が浸水し，15時 34分に RCW(B)ポンプ，15時 41分に HPCWポ

ンプがそれぞれ停止した。HPCW ポンプは下層階に設置されている。RCW（B）

ポンプおよび HPCWポンプが停止すると，非常用ディーゼル発電機 B 系が 15 時

35分に，HPCSディーゼル発電機が 15時 42分に冷却水不足により停止した。2号

機では外部交流電源が利用できた。原子炉はちょうど起動したところだったので，

原子炉冷却材温度はおよそ 78℃（172°F）であった。その後運転員は炉心を冷却す

るために非再生熱交換器の設定温度を下げ，原子炉冷却材浄化系（CUW）を使用

した。RCW/RSWの A 系が CUW 非再生熱交換器の冷却に使用された。RHR のよ

うな A 系のシステムが 3月 12日 12時 12分まで炉心冷却に使用された。 
 



 

49 
 

3号機: 
 
地震発生時，3 号機は定格熱出力で運転中であった。3 号機における事象のシーケ

ンスは地震計器からの SCRAM 信号で始まり，原子炉自動停止，タービン停止が

それに続いた。非常用ディーゼル DG（3A）は当日（地震の前），月例の機能試

験を終えたところであった。外部交流電源は地震発生時および発生後も利用可能

であった。復水器にバイパスされたタービン蒸気は当初炉心からの熱除去に利用

された。15時 21分に津波が到達し，海水ピットエリアの浸水によりタービン補機

冷却海水系ポンプが 15時 22分に停止した。3号機海水除塵ピットの浸水が引き起

こした超音波センサの地絡により，循環水ポンプが数分後に停止した。循環水ポ

ンプを失ったが，15時 26分，運転員は手動にて主蒸気隔離弁を閉止し，それから

RCIC 系を炉心冷却のために起動した。RPV は減圧され，RHR 系が 23 時 51 分に

起動した。原子炉は 3月 12日 1時 17分に冷温停止を達成した。 
 
3 号機の運転員は地震の間，他の系統も使用したが，このことが地震後もそれらが

機能していることを証明している。 
 
運転員と全て詳細に評価する十分な時間は無かったが，プラントを安全に停止状

態にするために必要な機能は実行され，これら系統や制御に明らかな地震損傷は

全く認められなかった。 
 

6.1   設計変更調査設計変更調査設計変更調査設計変更調査 
 
東北電力の設計エンジニアと，ストラクチャーおよびシステムチームの合同ミー

ティングが行われた。この調査の目的は女川原子力発電所の設計および建設に用

いられた設計基準の理解であった。耐震設計の参照指針は日本電気協会により策

定された JEACと呼ばれる。3-11地震および 4-7余震の最大加速度は，原子炉建屋

の幾つかの高さおよび幾つかのスペクトル周期で設計基準（DBEGM Ss）を超過

しているが，主要機器の耐震健全性評価の値は JEAC 判定基準を超えていなかっ

た。3-11 地震の地震健全性評価例として，エンジニアは女川 3 号機の主蒸気系の

解析を説明し，最大応力が配管系に発生したことを特定した。最大応力は T ジョ

イント部（主蒸気逃がし安全弁と主蒸気配管の接続部）で発生した。応力計算値

は 240（N/mm2）であった。JEACの許容値 375（N/mm2）より小さく，相当なマ

ージンを示している。もしこれが他の設備や系統の代表であるならば，地震動ス

ペクトルが超過したにも関わらず，プラントの設計マージンは非常に大きかった

と言える。そして耐震設計 S クラス基準で設計された構造物，系統および設備の

損傷が全く無い理由を説明することができる。 
 
2005年 8月 16日，女川原子力発電所近くで発生した宮城県沖地震の後，東北電力

は女川原子力発電所の設計地震動を増加させ（最大加速度 580Gal），評価を行い，

健全性を確認した。2006年に改訂された規制指針および 2007年新潟県中越沖地震

で得られた知見に基づき，東北電力は耐震安全評価（耐震バックチェック）を実

施し，3基の SSCの応力計算値が JEACで定められた許容値を満足していることを

確認した。しかしながら，耐震信頼性をより向上させるための改良工事の実施を
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決定した。この工事は，2008年から 2009年にかけて全 6600箇所（下表参照）に

対し実施された。下表は順に実施されたサポート改良工事数をまとめたものであ

る。 
 
                      改造数     配管   ケーブルトレイ  計器         実施順 
1号機   3,600  800        2300  500  1 
2号機      900  300          500  100  3 
3号機             2,100  500        1500  100  2 
 
2号機改良工事数は試験結果（例：ケーブルトレイ接続部の強度試験）を反映した

ため最小になった。 
 

6.2   地震後停止地震後停止地震後停止地震後停止のまとめのまとめのまとめのまとめ 

2011年 3月 11日に女川原子力発電所を襲った地震とそれに続く津波の主要な影響

は，以下のようにまとめられる 
 

• 地震は全号機の安全な停止に影響を与えたり，重要な安全系統に損傷を発

生させたりすることはなかった。必要とされた安全系統は設計どおり動作

し，非常用ディーゼル発電機は炉心冷却と冷温停止状態到達に必要な電力

をプラントに供給した。1 号機だけが非常用ディーゼル発電機を必要とした。

2，3号機では外部電源 1回線が利用可能であった。 
 

• プラント自体が海抜（約）15m にあったので，プラントの主要な影響は，

津波の直接影響によって引き起こされたわけではなかったが，津波が引き

起こした海水ピットの浸水に伴い，幾つかのプラント系統が影響を受けた。 

 
• 浸水は RCW/RSW（原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系）熱交換

器およびポンプ室，HPCW/HPSW（高圧炉心スプレイ補機冷却水系／高圧

炉心スプレイ補機冷却海水系）熱交換器およびポンプ室と名づけられた 2

号機原子炉建屋補助エリア地下階の全 3 系列で発生した。浸水により

RCW/RSWの B 系，HPCS/HPSW系でポンプが停止した。 

 
• 津波で 2 号機 RCW(B)系および HPCWが喪失したことにより，待機状態で

起動していたディーゼル発電機 3 台中 2 台への冷却水が断たれた。2 号機は

外部送電網より電源供給を受け続けていたので，ディーゼル 2 台の喪失で

原子炉停止が遅れることはなかった。 
 

• 海水取水口の超音波水位計からの浸水が，2，3 号機の主復水器循環水ポン

プの停止用センサーを地絡させた。浸水は 3 つのタービン補機冷却海水系
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ポンプが設置されている 3 号機海水ピットでも発生した。1 号機起動用変圧

器の停止により，1 号機主復水器循環水ポンプが停止した。それゆえ主復水

器の運転は喪失したが，主復水器は地震の様な通常ではない事象後の停止

には使用されない。 

 
• 6.9kV 開閉装置しゃ断器で短絡が発生し，1 号機への外部電源供給停止とな

る過電流サージが発生した。しかし 1 号機の 2 基の（非常用）ディーゼル

（発電機）が，タービン発電機トリップで自動起動し，非常用交流電源を

供給した。 

 
• 発電所運転員との議論および 3 基の運転日誌の英訳を基に，地震後全 3 基

を冷温停止に導いた過程は付録 VIII にまとめられている。 
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7. システムのレビューシステムのレビューシステムのレビューシステムのレビュー 

7.1 システムチームレビューのシステムチームレビューのシステムチームレビューのシステムチームレビューの目的目的目的目的 
 
2011年 3 月 11日の地震・津波時およびその後の操作性に関し，選定した系統の S，
B および C クラス（耐震設計クラス）設備の安全性能を評価する報告書を作成す

ることが目的である：更なる実地踏査あるいは IAEA 安全基準に基づく評価を必

要とする課題の特定，および地震経験データベースへの知見収集のために。 
 
安全系および非安全系に係る設備に関し，発電所は 61 の損傷や機能喪失事例を特

定した。適用可能であれば，各々耐震性能および安全上の重要性に関し評価され

た。加えて，地震およびその後の津波の間，運転員が直面した難題に関する知見

を得るために，運転員インタビューが行われた。全 3 基（そのうち 1 基では非常

用ディーゼル発電機を必要とする外部電源喪失を経験）における詳細な運転操作

をレビューした（第 6 章に記述）。耐震性能に関しより理解するために，予備の

確率的耐震安全解析結果と同様，設計エンジニアと共に耐震解析のサンプル評価

を実施した。 
 
チームはまた，浸水によるサイトの津波被害を評価した。津波に対して防護する

ために海水面から 14.8mの高さに敷地は位置していたので，原子力発電所には津

波による直接的な被害は全くなかったが，2 号機海水ピットから原子炉補機冷却水

系室への浸水，3 号機海水ピットのタービン補機冷却水系に影響を与える浸水が報

告された。海水レベルの埠頭および非安全系の油貯蔵タンクを含む港湾施設が津

波により損傷した。 
 

7.2 レビューレビューレビューレビュー範囲範囲範囲範囲 
 
Sクラス系統 
 
主な安全機能とそのサポートを担う主要な機器を確認するために，このレビュー

は以下を対象とする： 
 
臨界および反応度制御 
 
制御棒駆動系，ほう酸水注入系および関連計器と制御機能を含む系統および設備 
 
炉心冷却 
 
原子炉隔離時冷却系（RCIC），高圧および低圧注水系（HPCI および LPCI），主

蒸気逃がし安全弁（SRV），所内直流電源，非常用交流電源，計器および制御機

能，関連する水タンクおよび配管系を含む系統および設備 
 
熱除去 
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残留熱除去系（RHR），海水冷却系と補機冷却系（RHRS/RSW/RCW）に関連する

主要系統 
 
格納容器 
 
格納容器（ドライウェル），ダウンカマ，ベローズシール，サプレッションチェ

ンバ，主蒸気隔離弁，非常用ガス処理系および強化ベントを含む主要系統 
 
使用済み燃料プール冷却系（1号機） 
 
B クラス系統 
 
B クラス系統は S クラス系統と比較して，より低い安全機能を担い，また，より

低い耐震基準に基づき設計されている。これらは S クラスより低い頑健性である

ため，これら系統の耐震性能を理解することは重要である。B クラス系統はター

ビン，発電機，使用済み燃料プール冷却系（2，3 号機），放射性廃棄物貯蔵系等

を含んでいる。 
 
Cクラス系統 
 
裕度に関するもう一つの基準は，一般産業基準で設計されて，最も低い耐震基準

に基づく Cクラス系統の地震時挙動である。Cクラス系統は，代表的な系統とし

て消火系，起動変圧器を含む。 
 
系統に対する耐震設計基準のレビュー 
 
設計限界を超えないような系統設計への女川のアプローチについて概略レビュー

が説明された。設計裕度の例が説明され，5.2節に報告されている。 
 
運転員インタビュー 

 
地震と津波の間の運転員の行動に関する知見を得る目的で，各号機における事象

と運転員の行動のシーケンスをレビューするために，運転員と発電課長のインタ

ビューが行われた。系統と計装設備の操作性に関する論点は，このレポートにお

ける所見を確かめるために議論された。概要をこのレポートの 6節に示す。 
 
損傷事象 61件のレビュー 
 
このレビューには，損傷状態とプラント安全への影響を理解するために東北電力

によって準備された，参考文献[9]に示される各項目に関する議論が含まれた。こ

のレビューにより，チームが現場調査すべきエリアも特定した。このレポートの 7
節で調査結果をまとめている。 
 
津波影響のレビュー 
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プラントの敷地高さがプラントを直接的な津波から防御した一方で，海水ピット

に来た水により海水系の一部が浸水し，循環水ポンプを動作不能にし，3 号機海水

ピットの浸水と同様，2 号機の海水ピットの一つを浸水させ，RCW 室と隣接する

部屋の内部浸水を引き起こした。この浸水の原因に関して詳細な確認を実施した。

海水レベルセンサーを設置したエリアの浸水が地絡を引き起こし，2，3 号機の復

水器循環水ポンプのトリップに至った。この事象もレビューし，7.8 節で報告する。 
 
3号機燃料チャンネル損傷のレビュー 
 
原子炉から取り除かれた後の使用済燃料プールでの検査により，3 号機燃料集合体

チャンネルが欠けていたと報告された。 
 

7.3 Sクラスクラスクラスクラス系統系統系統系統のののの所見所見所見所見 

7.3.1 反応度制御反応度制御反応度制御反応度制御 

 
制御棒を挿入する地震自動停止システムによって，全基は自動的に停止した。す

べての制御棒は挿入され，そしてプラントは未臨界とその後冷温停止状態を達成

した。地震の間，機能を果たすために適切な耐震性を持つ水圧制御ユニットの耐

震サポートを図 7 1に示す。 
 

 
 

図 7-1 水圧制御ユニット 

7.3.2 炉心冷却炉心冷却炉心冷却炉心冷却 

 
各々のユニットの状況に応じて，プラントの炉心冷却機能は異なる挙動を示した。

各々のプラントの応答は以下のとおりまとめられる： 
 
1号機: 
プラント停止後，高圧しゃ断器および起動用変圧器の故障によりプラントは交流

電源を喪失し，要求に応じて負荷を取る非常用ディーゼル発電機が必要とされた。

運転員は，低圧の残留熱除去系（RHR）が運転可能な圧力に減圧されるまで，炉
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心冷却のために原子炉隔離時冷却系（RCIC）を使用した。炉心冷却のための水は，

復水貯蔵タンクから供給された。すべての系統は設計どおり故障の報告なく機能

した。安全系の水を含む配管やタンクでの大きな水漏れはなかった。多数の警報

にも関わらず，制御室機能および重要なシステムの監視は維持された。 
 
2号機: 
2 号機はちょうど起動操作を開始したところだったため，炉心は臨界状態ではなか

った。原子炉停止信号の 3 分以内に冷温停止となったことが確認された。2 号機は

電気系統のプラント内相互接続を通して外部交流電源を維持することができた。

RCWの B 系は，津波が引き起こした浸水によって使用不能となった。 
 
3号機: 
3 号機も外部交流電源を維持することができた。これにより，津波がタービン補機

冷却海水系（TSW）と循環水系（CW）を動作不能にするまで，通常の停止シーケ

ンスが可能となった。3 号機の海水除塵ピットの浸水により超音波センサーの地絡

が引き起こされ，循環水ポンプが使用不能となり，炉心の熱除去のための復水器

使用を妨げた。その後，運転員は原子炉を冷やすために，RCIC と RHR を手動で

使った。配管系やタンクから地震による水のリークは全くなく，設計どおり全て

の系統は機能した。これらを，図 7-2，図 7-3，図 7-4および図 7-5に示す。 
 

    

   
図 7-2 RCIC蒸気駆動ポンプ（左上），低圧炉心スプレイポンプ（A）（右上），これら系

統の電動弁（下） 
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図 7-3  1号機高圧炉心注入ポンプ（左）とその配管サポート（右） 

 
 

 
 

 
図 7-4 復水貯蔵タンク（左），No.2サプレッションプール水貯蔵タンク（右） 

 
 

    
図 7-5 ケーブルトレイサポートの例（左）と非常用ディーゼル発電機（右） 
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7.3.3 熱除去熱除去熱除去熱除去 

1号機: 
原子炉は冷却系の一つとして運転される残留熱除去系が使用可能となるよう減圧

された。原子炉補給水と冷却系統（RHR，ECW そして ECW）は正常に機能した。 
 
2号機: 
プラントは地震時に運転していなかったが，それでも炉心冷却は必要とされる。

原子炉補機冷却水系（RCW）熱交換器 B，D 室と隣接した部屋（7.10節で論じら

れる）の浸水により， B 系の RCWポンプは停止し，それにより非常用ディーゼ

ル発電機 B も停止した。その直後，HPCWポンプと高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機は，隣接した部屋の浸水によりトリップした。これにより，残留熱除去

系ポンプに冷却水を供給するための RCWの A 系のみが残った。これら事象は直

接地震によって引き起こされたものではないが，海水ピットの浸水が補機室に漏

えいし，引き起こされた。7.8節でより詳細に記述する。 
 
3号機: 
運転員は冷却水を炉心に送るため，そして十分な減圧のために RCICを起動し，炉

心冷却は RHR（A 系）によって維持された。如何なる系統においても，地震損傷

の証拠は全く観察されなかった。図 7-6参照。 
 

          
図 7-6 RHRポンプおよび RHR電動弁 

 

7.3.4 格納容器格納容器格納容器格納容器のののの健全性健全性健全性健全性 

格納容器の健全性は，どの号機でも，地震による影響を受けなかった。プラント

は主蒸気隔離弁の内側で，冷却材喪失事故または蒸気配管の破損を経験しなかっ

た。点検は 2，3 号機のベローズシールで実施され，損傷の徴候は全くなかった。

図 7-7参照。圧力抑制室（トーラス）は，いかなる漏えいも経験しなかった。プラ

ントが起動前検査を再開するまで，完全な格納容器の健全性を確認する耐圧試験

は実行されない。主蒸気隔離弁は，圧力を保持した。 
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図 7-7格納容器 トーラス上 － 耐震サポート 

 

7.3.5 位置検出位置検出位置検出位置検出スイッチのスイッチのスイッチのスイッチの位置位置位置位置ずれずれずれずれ（（（（主蒸気逃主蒸気逃主蒸気逃主蒸気逃がしがしがしがし安全弁安全弁安全弁安全弁）））） 

主蒸気逃がし弁 C の開閉両方を示す，不具合の兆候が１号制御室で表示された

（閉表示であるべきところ，中間開度表示）。明らかに，ピストンアクチュエー

タの上のレバーの振動で，閉側スイッチが少し下に動き，スイッチが弁の閉位置

を正しく検知することができなくなり，中央制御室制御盤のバルブ位置は開閉両

方を示した。しかし，運転員は排気配管温度と原子炉圧力容器の圧力傾向から，

主蒸気逃がし弁が実際に閉まったままであることを容易に確認できた。後に，保

修員がその位置ずれを確認した。図 7-8参照。  
 

 
 

図 7-8 主蒸気逃がし安全弁上部のピストンアクチュエータ機構 
 

7.3.6 ゲートゲートゲートゲート留留留留めめめめ具具具具のののの傾傾傾傾きききき（（（（ステンレスステンレスステンレスステンレス製製製製ののののゲートゲートゲートゲート）））） 

3 号機原子炉建屋の燃料交換フロアでは，使用済燃料プールの水と，原子炉ウェル

につながるドライカナルおよび使用済燃料キャスクピットの水門を形成する垂直
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のステンレス製水密ゲートに異常が見つかった（下図参照）。保修員の説明によ

ると，ゲートの両側が水で満たされたとき，浮力によってゲートが持ち上がるの

を防ぐため，大きなボルトでゲートの頂部を下に締め付けている。2 箇所で，ゲー

ト上部の締め付けたボルトが緩んだと判明したが，プール壁に溶接された L 型保

持具と，ゲート左右に高さ方向 4 箇所に溶接された円筒形の棒によって，ゲート

は適切な位置にあった。ボルトは回り継ぎ手アタッチメントの一方に傾いている

のを発見された。ボルトまたはその部品の顕著な損傷や，ゲートのシールの漏洩

のいずれもなかった。図中の燃料プール側のゲートの部品の絵は，ボルトを締め

ることでゲートを特定の位置からの浮き上がりに対し押し付けるカギ状のサポー

トを示す。図 7-9参照 
 

 
 

図 7-9 使用済み燃料プールゲート 
 

7.3.7 地絡地絡地絡地絡（（（（直流直流直流直流 125V回路回路回路回路）））） 

125 ボルト直流回路での地絡により過電流が発生したが，1 号制御建屋，2 号制御

建屋，3 号原子炉建屋内の種々のキャビネット内の，直流電源盤内のしゃ断器は接

続されたままであり，これはしゃ断器の仕様と一致していた。津波で浸水したエ

リアにおいて，種々の機器の導体に海水が接触し，地絡が発生した。明らかに，1
号機の直流地絡によって，保護リレーの直流回路を含む A 系 6.9kV 開閉装置にお

いて，アークと火災の二次的な影響が発生した。 
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図 7-10 地絡損傷概略図 
 

概略図は 125V直流電源盤の地絡を示している。原因は明らかに，海水と補助建屋

の浸水エリアに設置された装置の導体の接触であった。図 7-10参照。 
 

7.4 B クラスクラスクラスクラス系統系統系統系統のののの所見所見所見所見 

B クラス系統は S クラス系統より下位の役割を持つ安全系のシステムで，下位の

地震基準で設計されている。B クラス系統の詳細なレビューはなされていないが，

損傷を受けた B クラス系統については以下でレビューされる。全般的に，主要設

備で唯一損傷を受けたのは蒸気タービンであったということができる。地震の後

に操作されたことから，蒸気系をサポートしているタービンバイパスとタービン

止め弁を含むシステムは損傷を受けていなかった。これらの調査結果は，これら

のシステムと構造物の設計上の裕度を示している。 

7.4.1 動翼動翼動翼動翼摩耗摩耗摩耗摩耗とととと中間軸受損傷中間軸受損傷中間軸受損傷中間軸受損傷（（（（蒸気蒸気蒸気蒸気タービンタービンタービンタービン）））） 

地震発生時，2 号機のタービン発電機は起動準備のため，ターニングギアにより低

速で回転していた。回転中，タービン・ローターは油の膜に基本的には浮かんで

いる。地震の後，中間軸受（スラスト軸受）は工場で点検，修理するために分解

された。軸のベアリングは摩耗していると報告されたが，交換の必要はなかった。

高圧タービンと低圧タービン A の間の中間軸受箱の基礎で，基礎部コンクリート

表面（グラウト）は砕かれたが，グラウト除去後の点検によると，鉄筋コンクリ

ート（強度鋼材）は全く損傷していなかった。軸受箱のベースプレートを固定し

ているボルトも，わずかに曲がっていた。低圧タービンの動翼が静翼のノズルと

接触した所で，接触痕が認められた。2 号タービンの接触による損傷は，動翼，静

翼の交換を必要としなかった。 
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図 7-11 2号中間軸受基礎プレート下の破砕されたコンクリートグラウト 

 
図は高圧タービンと第１段低圧タービンの間の軸受箱の砕けた基礎コンクリート

の場所を示す。図 7-11参照。 
 

 
図 7-12 2号中間軸受基礎プレートのわずかに曲がったボルト 

 
図 7-12の写真は 2号軸受箱のベースプレートのボルトの曲がりを表す。 
より極端な損傷は，地震時に定格速度（1500rpm）で回転中の 3 号タービンで認め

られた。3 号タービンのスラスト軸受も工場で修理された。高圧タービンと低圧タ

ービン A の間の軸受箱ベースプレートにおいて，ボルトが 3～6mm 程度延びた。

回転するローターに埋め込まれた動翼は周囲のもの，たとえばノズル，と接触し，

摩耗した。蒸気発生効率（熱効率）の観点から，耐震裕度向上工事と翼交換作業

の期間を考慮し，翼の一部を交換することが決定された。 
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図 7-13 3号軸受箱の基礎プレートの浮き上がり 

 

 
図 7-14 3号蒸気タービン翼の摩耗 

 

回転するタービン動翼とノズルの接触により，3 号高圧，低圧タービンのブレード

の損傷に至った。図 7-13，図 7-14参照。運転員は 1 号タービンはまだ点検してい

ないと報告した。 
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7.4.2 軸受軸受軸受軸受とととと運転席運転席運転席運転席フレームのフレームのフレームのフレームの損傷損傷損傷損傷（（（（天井天井天井天井クレーンクレーンクレーンクレーン）））） 

 
1 号および 2 号の原子炉建屋の天井クレーン上の運転席を支える鋼の支持フレーム

の一部で，曲げとひび割れが生じた。いずれの場所も，運転席はフレームの下で

片持ち梁で支えられている。クレーンのレール高さにおける動きによって，片持

ち梁が揺れ，鋼にひび割れが発生した。サポート・フレームの損傷が運転席の分

離点に延びていたので，運転席が落下した場合に下方の燃料交換フロアの機器に

重大な影響を及ぼす恐れもあったため，東北電力はフレーム補強といった対策を

検討している。図 7-15参照。 
 

 

 
  

図 7-15 天井クレーン 
 
1号および 2号の天井クレーンの運転席すなわちコックピットは，クレーンのメイ

ンブリッジに接続された鉄鋼のフレームから片持ち支持されている。両方の号機

で，地震の間の運転席の揺れは鋼部材にひび割れを生じさせ，溶接修理が必要と

なった。 
地震後，1号原子炉建屋天井クレーンはブリッジ移動の際，音を立てていることが

確認された。しかしこの 6月，車輪のギア駆動部内，4つの駆動車軸の軸受のうち

1つが壊れていることが分かった。破損した軸受破片は図 7-16に示すようにクレー

ン走行部の油受けの中で発見された。 
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図 7-16 1号天井クレーンのレール車輪部品の油受けの中に軸受破片を発見 

 
3号原子炉建屋のオペフロの天井クレーンはレール表面および駆動輪の引っかき跡

が示すように，地震の間そのレールに沿って明らかにスライドした。 
 

7.4.3 ケーブルケーブルケーブルケーブル収納収納収納収納キャタピラのキャタピラのキャタピラのキャタピラの移動移動移動移動（（（（燃料交換機燃料交換機燃料交換機燃料交換機）））） 

 
3号原子炉建屋の燃料交換機のケーブルを収納しているキャタピラが，おそらく横

方向のねじれにより移動した。図 7-17参照。 
 

 
図 7-17 3号燃料交換機のレールから移動したケーブル収納キャタピラ 

 

7.5 C クラスクラスクラスクラス系統系統系統系統のののの所見所見所見所見 

Cクラス系統は安全系システムの約 3分の 1の耐震基準で設計されている。一般的

な所見として，C クラスの全系統は一部で損傷したものの機能は維持し，プラン

トに十分な耐震上の裕度があることを示した。この節ではシステムチームの所見

をまとめる。報告された損傷は比較的軽微である。 
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7.5.1 避圧弁避圧弁避圧弁避圧弁のののの作動作動作動作動（（（（変圧器変圧器変圧器変圧器）））） 

3 月 11 日の地震時，全 3 基の主変圧器，1，2 号機の起動変圧器，2 号機の所内変

圧器および補助ボイラー変圧器は避圧弁が作動し，変圧器タンク内の絶縁油のス

ロッシングによる過圧警報が鳴った。4月 7日の最大余震の際，全 3基の主変圧器

および所内変圧器，2 号機起動変圧器，補助ボイラー変圧器，励磁電源変圧器が上

記と同様の事象を経験した。スロッシングによる油絶縁変圧器の圧力スイッチの

作動は，地震時に発生する一般的事象である。 
 

 
 図 7-18 1号起動変圧器で作動した避圧弁（例） 

    

 
写真は避圧弁の場所と，シールが開放した弁を示す。図 7-18参照。 
 

7.5.2 変圧器変圧器変圧器変圧器放熱器放熱器放熱器放熱器からのからのからのからの漏漏漏漏えいえいえいえい（（（（起動変圧器起動変圧器起動変圧器起動変圧器）））） 
 
2 号機の起動変圧器の放熱器のフィンにひび割れが生じ，少量の油が漏れた。油の

リークは変圧器放熱器では一般的であるが，通常片持ちにされた放熱器のフラン

ジ接続部で発生している。放熱器配管付属物ではなく放熱器のフィンでリークが

起こたことから，放熱器と隣接した鋼材が接触した可能性もある。図 7-19参照。 
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図 7-19 2号起動変圧器の放熱器フィン 
 

 
リークはおそらく隣接した構造鋼材と放熱器の接触により，2号機起動変圧器の放

熱器フィンに発生した可能性がある。 
 

7.5.3 部分的部分的部分的部分的なななな焼損焼損焼損焼損（（（（避雷器避雷器避雷器避雷器）））） 

275kV 線の六フッ化硫黄（SF-6）開閉所の 2 つの避雷器で部分的な焼損が発生し

た。突然の過電流は 2 つの牡鹿幹線に接続された避雷器の揺れによって，励磁部

分（分圧シールド）と避雷器エレメント（酸化亜鉛）の絶縁ギャップの減少によ

り発生した。サージ避雷器は，より少ないモーメントアームと堅い耐震サポート

を持つ，耐震性のある改良型に交換されていた。図 7-20参照。 
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図 7-20 275kV線への SF-6系サージ避雷器の概略図および写真 
 

7.5.4 過電流焼損過電流焼損過電流焼損過電流焼損（（（（6.9kV 電源系電源系電源系電源系）））） 

1 号の 6.9kV（大きなモーターのための電圧）電源系には 5 つの開閉装置アセンブ

リ（全 3 号機の単線結線図は下を参照）がある。1 号機の非安全系電源の A 系は

垂直ラック型しゃ断器で構成され，安全系のように水平ラック型しゃ断器ではな

かった。垂直ラック型しゃ断器の揺れにより，ブレーカー上部の母線とキャビネ

ット鋼板でバスクランプを囲んでいる絶縁体を破損させた。地絡と短絡の火花に

より，キャビネットで小さな火災が発生し，キャビネット内でケーブル絶縁体と

他の幾つかの可燃性材料が焼損した。このアークと火災による損傷は A 系のしゃ

断器を使用不能とした。起動変圧器の保護リレー動作により，1 号で外部電源が喪

失した。図 7-21、図 7-22と図 7-23参照。 
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図 7-21 損傷した 1 号 6.9kVの A 系を含む，女川発電所への電力供給の電気単線

結線図 
 

 
 
図 7-22 簡略単線結線図と A 系 6.9kVしゃ断器地絡からの火災事象シーケンス 
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図 7-23 垂直ラック型しゃ断器を損傷させた地絡の写真およびイラスト，東北電

力提供 
 

7.5.5 ヒューズヒューズヒューズヒューズ焼損焼損焼損焼損（（（（120V交流回路交流回路交流回路交流回路）））） 

1 号主制御盤で，1 号ほう酸水タンク水位検知系の信号変換器に電源供給している

120ボルト交流電源回路のヒューズが焼損した。運転員によるとヒューズ焼損を引

き起こした 120V回路のサージ電流は，1 号開閉装置 A 系の地絡と火災の二次的な

影響であると推定された。 
 

7.5.6 転倒設備転倒設備転倒設備転倒設備（（（（CRT）））） 

2号機中央制御室において，固定されていない CRTモニタ 1台が主制御盤から倒れ

た。運転員がそれを再び立てたすぐ後，運転員はモニタによって港湾エリアの津波

光景を目撃した。1号機の燃料交換機制御室において，固定されていないモニタ 1
台がラックから倒れた。図 7-24参照。3号機原子炉建屋の燃料交換機制御室の机に

おいて，固定されていないロジックコントローラ（地上操作装置）が倒れた。 
 

 
 

図 7-24 固定されていない机とラック設置設備 
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7.5.7 指示不良指示不良指示不良指示不良（（（（燃料交換燃料交換燃料交換燃料交換フロアフロアフロアフロア放射線監視放射線監視放射線監視放射線監視システムシステムシステムシステム）））） 

3 号機の中央制御室制御盤において，燃料交換フロア放射線監視システム用ストリ

ップ・チャート記録計（耐震 C クラス）の交換が必要となった。この記録計は，

原因不明だが地震後使用不能となっているのが見つかった。（記録計は非安全系

だったので，損傷や原因の調査をせずに交換された） 
 

 
図 7-25 燃料交換フロア放射線モニタ，信号調整器，記録計の概略図 

 
交換が必要となった 3 号機中央制御室の燃料交換フロア（オペフロ）放射線モニ

タ，信号調整器と記録計の概略図を図 7-25に示す。 
 

7.5.8 ラッチのラッチのラッチのラッチの曲曲曲曲がりがりがりがり（（（（原子炉遮原子炉遮原子炉遮原子炉遮へいへいへいへい壁壁壁壁ハッチハッチハッチハッチ））））およびプラグのおよびプラグのおよびプラグのおよびプラグの移動移動移動移動（（（（コンクリーコンクリーコンクリーコンクリー

トトトト遮遮遮遮へいへいへいへい）））） 

3号機で使用済み燃料キャスクピットと使用済燃料貯蔵プールから水の侵入を防ぐ

スライディングゲートは，キャスクピットが水で満たされた際，浮力によりゲー

トが持ち上がるのを防ぐため，その上部に締め付けボルト対がある。地震の際，

プール水のスロッシングでゲートが持ち上がり，ボルトが緩んだ。3つの原子炉建

屋の 7つのドアで，ハッチの鋼製ラッチで曲げが観察された。ラッチの曲げは，2
号機および 3号機の原子炉熱遮へい壁を通る，給水ラインの貫通部を含む点検ハ

ッチで観察された。図 7-26参照。 
 

 
 

図 7-26 ハッチの鋼製ラッチでの曲がり 
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図 7-27 コンクリート製遮へいプラグ 

 
レール上のハッチのすべり挙動によってロック装置が損傷し，2号機原子炉格納容

器の機器ハッチのコンクリート遮へいプラグが移動した。図 7-27参照。 
 

7.5.9 埋設配管損傷埋設配管損傷埋設配管損傷埋設配管損傷（（（（消火配管消火配管消火配管消火配管）））） 

図 7-28に示す 1 号埋設消火用配管の一部でのみ，配管損傷が確認された。敷地周

りで顕著であった地盤沈下により損傷したものと考えられる。すべての安全系の

配管は損傷を予防するためコンクリートの経路内に納められている。 
 

 
図 7-28 消火系配管損傷 
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7.5.10 そのそのそのその他他他他 

1 号機タービン建屋の 6.9kV垂直ラック型しゃ断器の明らかな揺れにより，機構を

通してしゃ断回路に繋がるスイッチを押すインターロックローラーの位置をずら

した。図 7-29 参照。それ以外では，スイッチギアは損傷していないと報告された。 
 

  
図 7-29 しゃ断器接続のためにスイッチを押すインターロックローラーのずれ（左）， 

調整後のインターロックローラー（右） 

 
放射線モニタリングポスト No.6（敷地境界に沿って敷地内に設置している 6 つの

ポストのうち 1 つ）は，モニタリングポスト局舎内のラックに据え付けられてい

る測定装置と変換装置からのケーブルの接続部が緩んだことにより，中央制御室

への信号を失っていることが判明した。この事象にも関わらず，コンピューター

システムによる No.6 放射線モニタリングは，他のケーブル線（この系統には断線

はなかった）によって適切に機能を維持した。 
 
地震と津波によって，敷地から 8km内に分散設置された全 4基の放射線モニタリ

ングステーションの電気および信号変換ラインが損傷した。4つのモニタリングス

テーションは稼働可能であると確認されたため，電気および信号の復元作業の後，

放射線モニタリングとホームページ上へのデータ公表を再開した。 
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図 7-30放射線モニタリングステーション 
 

海水放水口の近くの沖合に位置する放射線モニターは，津波によって流された。 

 

 

7.6 そのそのそのその他他他他のののの所見所見所見所見 

7.6.1 燃料燃料燃料燃料チャンネルボックスチャンネルボックスチャンネルボックスチャンネルボックス損傷損傷損傷損傷 

東北電力は燃料チャンネルボックス損傷の一事象をNISAに報告した。根本原因調

査は完了していなく，原因はNISAに報告されていない。損傷は単に燃料チャンネ

ルボックスに発生しており，燃料棒そのものではない。燃料チャンネルボックス

頂部に溶接された板に損傷があった。燃料チャンネルボックスは燃料に冷却水路

を形成するが，損傷は機能に全く影響を与えなかった。燃料棒は地震時に損傷を

受けなかった。地震後の燃料シッピングの際に，新たな損傷は全く検知されなか

った。 
 

7.6.2 地震以前地震以前地震以前地震以前のののの燃料燃料燃料燃料リークリークリークリーク 

地震より前に，3号機では燃料リークがあった。地震後の点検で，一つの燃料ピン

でリークしたことが確認されたが，地震で引き起こされた損傷は全くなかった。 
 

7.6.3 燃料燃料燃料燃料チャンネルボックスチャンネルボックスチャンネルボックスチャンネルボックス損傷損傷損傷損傷のののの推定原因推定原因推定原因推定原因 

東北電力の社内調査は終了していなく，損傷原因の予備的な評価はまだない。根

本原因調査が完了する前には，結論を導かないということは重要である。燃料チ

ャンネルボックス損傷の根本原因は，たいてい各事象特有であり，一般的な結論

が導かれることはないだろう。 
 

 

7.7 機器損傷機器損傷機器損傷機器損傷とととと機能喪失機能喪失機能喪失機能喪失のまとめのまとめのまとめのまとめ 

驚くべきことに，その系統を動作不能にするところまで損傷を受けた機器は 6つ

だけであった。これらの機器は、6.9kV開閉装置 1基，蒸気タービン 2基，ほう酸
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水タンク水位監視システムのヒューズ 1つ，放射線監視システムのチャート記録

計 1台，ホイール軸受損傷により機能喪失した天井クレーン 1基である。地震が 3
機の何千もの機器を厳しい振動にさらしたことを考えると，これは驚くべき機能

維持率である。しかし，全般的に機器は標準的な産業設備と同じであるのにも関

わらず，女川のプラントにおける機器はその補強や固定によって，疑う余地なく

地震時の機能維持機会を向上させたことを記しておくべきである。 
 
下の表は，東北電力から提供されたリストに含まれる，損傷および機能喪失事例

の要約である。 
 

表 7-1 損傷や機能喪失のまとめ（地震振動によるもの） 
 
損傷損傷損傷損傷やややや機能喪失機能喪失機能喪失機能喪失のののの原因原因原因原因 事象数事象数事象数事象数 耐震設計耐震設計耐震設計耐震設計

クラスクラスクラスクラス 

コメントコメントコメントコメント 

主蒸気逃がし安全弁位

置スイッチのずれ 

1 S 地震動によると思われる位置スイッチ

のずれにより，1 号制御室で間違った指

示が表示された。（閉表示であるべき

ところ，中間開度表示。排気配管温

度，原子炉圧力容器圧力から弁の閉状

態を確認） 

ゲート留め具*の傾き 2 S 3 号原子炉建屋使用済燃料プールでゲー

ト留め具の傾きが確認された。（漏え

いや留め具の損傷無し） 

*：ウェル水張り，水抜き時などプール

ゲート前後の水位差が少ない時期のゲ

ートシール漏えい量を抑える為の留め

具。使用済燃料プール満水･ウェル水抜

き状態では，必要なし。 

地絡（直流 125V 回路） 8 S 直流 125V 系の電流サージは，主に間接

的な津波影響としての海水接触，ある

いはアークと火災の二次的な影響とし

てのケーブル絶縁焼損により引き起こ

された 

翼摩耗，中間軸受損傷

（（2，3 号）蒸気ター

ビン） 

5 B 動翼と静的なノズル・ダイアフラムの

摩耗，タービン中間軸受（スラスト軸

受），ソールプレートおよびその取り

付けボルトの塑性変形が揺れの強さを

表している。 

シャフト軸受，運転席 3 B 1，2 号原子炉建屋天井クレーン運転席
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フレーム損傷（天井ク

レーン） 

を支える鋼製フレーム部分でひび割れ

があった。（補強策を検討中） 

1 号原子炉建屋天井クレーン駆動シャフ

ト軸受で損傷が確認された。 

ケーブル収納キャタピ

ラ移動（燃料交換機） 

1 B 3 号燃料交換機のケーブル保持キャタピ

ラの移動はアンカー点のずれによると

思われる。 

避圧弁

動作 

主変圧器 3 (3.11 地

震) 
C 全 3 基の変圧器で，変圧器タンク内絶

縁油の揺動（スロッシング）によって

避圧弁が（設計どおりに）動作した。 
3 (4.7 余震) 

起動変圧器 2 (3.11 地

震) 

1 (4.7 余震) 

所内変圧器 1 (3.11 地

震) 

3 (4.7 余震) 

補助ボイラー

用変圧器 

1 (3.11 地

震) 

励磁電源変圧

器 

1 (4.7 余震) 

変圧器放熱器のリーク

（起動変圧器） 

1 C 
地震時の変圧器放熱器からのリークは

一般的である。大抵はラジエーター重

量を支えるフランジ部で発生する。 

部分的な焼損（避雷

器） 

2 C 275kV 超高圧送電線牡鹿幹線開閉所の 2

つの過電流サージ避雷器で部分的な焼

損が発生した。（震災翌日，使用に耐

えることを確認し復電） 

過電流焼損 1 C 地震により（同型の）高圧しゃ断器で

の発生が懸念されていた事象。（次回

定検での）交換を計画。 

ヒューズ焼損（120V 交

流回路） 

1 C １号常用制御盤で，１号ホウ酸水タン

クのレベル検知系の信号変換器に電源

供給している 120 ボルト交流電源回路

のヒューズが焼損した。（火災の影響

の可能性有り） 

設備の転倒（CRT，地上

操作装置） 

2 C 固定されていない設備の転倒は 2 例の

み報告されているが，設備の転倒は他
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の場所でも見られただろう。 

指示不良（燃料交換フ

ロア放射線監視システ

ム） 

1 C 3 号主制御盤記録計損傷が制御系への直

接的な揺れによる損傷の唯一の事例で

ある。（監視機能は正常） 

ラッチの曲がり（原子

炉遮へい壁点検扉），

プラグの移動（格納容

器生体遮へい） 

5 C （2，3 号原子炉遮へい壁点検扉および

2 号格納容器生体遮へいプラグの）ロッ

クおよびラッチ機構の曲がりが揺れの

強度を示している。 

埋設配管損傷（消火配

管） 

1 C 1 号埋設消火配管の一部で配管損傷が確

認された。（消火系の圧力は維持され

ており，消火活動に支障無し） 

（制御棒駆動機構落

下）事故時に（落下量

を制限する）支持装置

のずれ 

3 C 地震により制御棒駆動機構下の支持装

置がずれたが，元々の機能は維持され

ていた。 

揺動（スロッシング）

によるトリップ 

3 B 全ての事例において，揺動（スロッシ

ング）は燃料プール冷却浄化系ポンプ

をトリップさせたが，運転員は中央制

御室での温度監視により使用済み燃料

プールの温度トレンドが即座に増加し

ていないことを把握していたので，彼

らは十分な時間余裕を持ってポンプを

再起動することができた。 

その他 7 C （港湾部および構外の）幾つかの放射

線モニターが（津波による浸水あるい

は設備の流出により）信号を失った。 

 

7.8 津波影響津波影響津波影響津波影響のレビューのレビューのレビューのレビュー 

女川原子力発電所は，13.6mの津波を受けた。14.8mの敷地高さによる津波防護は，

3月 11日の事象の間，プラントパフォーマンスの鍵となった。最初の津波は 15:21，
地震の 35分後に発電所サイトに到達し，全 3機のトラベリングスクリーンを含む

コンクリートのピットを浸水させた。図 7-31参照。 
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図 7-31 海水取水路と海水ポンプピット 
 
津波高さによって，2 号海水ポンプピットの床スラブ下の取水路内に正の圧力を生

じ，取水路超音波水位計コンテナ内に海水が浸入した。津波はまた，取水路の開

口部を通じて，3 号タービン海水ポンプ室を浸水させた。水位計の電気回路に水が

接触し，主復水器の大きな循環水ポンプは自動停止した。 
 
時系列: 

2011年 3月 11日 

14:46 地震 

15:21 津波襲来 

15:22 水位低で CWPトリップ（トランスミッタのショート） 

15:25 RCW(B)室の SWSDトリップ 

15:29 HPCW室の SWSDトリップ 

15:34 RCW(B)トリップ 

15:40 エレベータ室の NSDが RSW(A)トレンチのドレン開始 

15:40 RCW(A)室の SWSDが RSW(A)トレンチのドレン開始 

15:41 HPCWトリップ 

15:45 ポンプピットを含むエレベータ室の浸水により NSDトリップ 

RSW(A)トレンチの水の除去は 12分間（15:29から 15:41）で非常に少ない。HPCW

室の水位は 1m以上に上昇し，1.5m位置のケーブルトレイが HPCW室から RCW(A)

室にリークし始める。 

16:50  RCW(A)室の浸水により SWSDトリップ 

20:00 地下階排水のため階段室に仮設ポンプ設置 

20:00 RSW(B)ポンプピットを調査。空であった。 

24:00  RCW(A)の遠くの角に仮設ポンプを設置 

3月 14日階段室と HPCW室のドアが開けられた 

3月 16日全ての水が除去された。3月 16日 RCW(B)室のドアが開けられた。 

3月 16日高い水位の痕跡の調査 
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7.8.1 2号機号機号機号機におけるにおけるにおけるにおける浸水浸水浸水浸水 

2 号機では，超音波ウェットウェル水位計が原子炉補機冷却海水系（RSW）B 系の

ピットに設置されている。取水路内の正の圧力が，ポンプピット床に設置された

水位計の鋼製容器を開放した。加圧された取水路からの水が，ポンプピット床を

貫通している水位計容器を通って流れ込んだ。RSW（B）ピットの浸水は，やが

て RSWポンプ電動機の下にまで到達した。浸水した海水は B 系トレンチを通過し

たが，そこには配管およびケーブルが設置されており，原子炉建屋補助エリアと

海水ポンプピットが繋がっている。2 号機の浸水経路は図 7-32 に示すとおりであ

る。 
 

 
 

図 7-32 2号機浸水経路 
 
2号機の RSWの B 系ピットを浸水した水は，配管，ケーブルトレイのトレンチを

伝って原子炉建屋補助エリア地下階に伝播した。それゆえ，原子炉補機冷却水系

（RCW）B 系熱交換器およびポンプ室，高圧炉心スプレイ補機冷却水系（HPCW）

熱交換器およびポンプ室は高さ 2.5mまで浸水した。2号機の RCW（B）は，RHR
（B）を冷却し，また 6.9kVの非常用電源母線に供給する 2台のディーゼル発電機

のうちの 1台を冷却する。HPCWは，2号機の高圧炉心スプレイ（HPCS）へ非常

用電力を供給するディーゼルを冷却する。RCW（B）ポンプと HPCWポンプの浸

水は，それゆえに，HPCSディーゼル発電機を含む 2号機の 3台の非常用ディーゼ

ル発電機の 1台の停止原因となった。2号機の停止操作において，1つの送電線か

らの外部電力が使用され，更に他の号機間で非常用母線のタイラインがあったが，

これは使用されなかった。外部送電線から電気の供給が継続していたので，2号機

ディーゼル発電機（A）だけが待機状態で運転していた。したがって，2台のディ

ーゼル発電機の喪失は，2号機の交流電源運用に影響を与えなかった。2号機の非
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常用電源は 1および 3号機ディーゼルから，号機間 6.9kV母線のタイラインにお

けるしゃ断器を閉じることで供給が可能であったことを記さなければならない。 
 
海水レベルのトランスミッター箱を貫通した水は図7-33に示されている。 

 

 
 

図 7-33 2号機の壊れた海水水位トランスミッターボックスと新しいタイプの 
トランスミッターボックス蓋 

 
3 号機の建設期間中に，海水取水路構築物の水位計測の新しい要求事項が規制当局

により決められた。安全系機器のために CWP をトリップし，取水路内の水を保護

することが目的である。この新しい要求事項を満たすため 1 号および 2 号はこの

（水位計の）設置が要求された。超音波水位測定点がそれぞれの取水路トンネルに

設置された。取水路の末端は 6つのトンネルに分割されている。1号機と 3号機では

トラベリングスクリーンを含むピットに設置された。2 号機ではトラベリングスク

リーンのピットにスペースがないことから，RSW（B）の S クラスの機器とともに

設置された。図 7-34参照。 
 

 
 

図 7-34 2号海水取水ピット 
 

RSWの配管とケーブルトレイの壁貫通部が，床から約1.5m高さにある。水は配管

貫通部とケーブルトレイ貫通部を通ってRSW（B）のトレンチに流入した。これ

らの貫通部は，配管の周りに10cmの隙間があり，障害物のない経路である。RSW
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トレンチでは，水除去のためのサンプドレンがある。このドレンは，RSW室のサ

ンプポンプに接続されている。この（浸水による）水圧と水量はたちまちサンプ

ポンプを覆い尽くし，サンプピットを満杯にした。水位高警報が設定されており，

ポンプ停止はサンプピットの底から約10cm上方に設定されていた。水が水位高警

報に到達したとき，サンプポンプは停止した。浸水後の点検によると，RSW配管

のR/Bへの貫通部の樹脂シールは損傷し，内側に曲がりさらに流れ込みエリアを増

加させていた。図7-35参照。 
 

 
 

図 7-35 RSWピットから RSWトレンチへの配管貫通部 
2号機で樹脂シール（壁貫通部と RSW配管の間のダークグレイの環）が 

3/11の津波の後設置された 
 

9分間で水位はRCWポンプが設置されている地下階の床から1mに到達した。水密

扉にもかかわらず，水は隣接したHPCWを格納する部屋に伝播した。HPCW室のサ

ンプポンプは水位高の指示により停止した。水位高はRCW室サンプポンプ停止4分
後，床から1.5ｍに設置されているRCW停止5分前に到達した。扉は金庫室タイプ

であり，鋼製の枠で支えられたネオプレン（ゴム）の縁を備えている。図7-36参
照。所員は（地震から）5日後，十分な水を取り除いたあとに実施した調査の際，

この扉は閉まっていたと述べた。 
彼らはまた，事象の後，扉の水密性の調整が必要だったと述べた。 
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………..                               
 

図 7-36 2号機の水密扉 海水ポンプピット（左），RCW熱交換器室（中央，右） 
 

この事象は水密扉の機能が十分でないことを示した。いずれのタイプの水密扉も

唯一 1 方向（閉方向）の水密として機能する。図 7-36参照。赤色の扉は人員用で，

緑色の扉は，真ん中の人員用の小さい扉（開側表面にオレンジ着色）と，機器用

の約 4m×4mかそれ以上の大きなフレームの扉の 2つから成り，より長い絶縁物が

あるためリークし得る。サンプドレン系の配管も，異なる部屋やトレンチへの浸

水拡大の一因であった。 
 
HPCWからの水は流れ続け，他の水密扉を通り，エレベーターと階段室を含む部

屋の3番目のサンプポンプを停止させた。HPCW室からHPCWトレンチへの壁に配

管貫通部がある。貫通部のゴムシールはトレンチ側に押し出され，明らかな流路

を形成した。 
 
エレベーターエリアの浸水は，RCW（A）室への2番目の金庫タイプ水密扉の同じ

貫通部により発生した。 
 

水位は，階段室を通してポンプでくみ上げたときに，RCW（B）室，HPCW室，

階段室の3部屋で同じ割合で減少した。 
 
RCW（A）室には，浸水エリアからRCW（A）室への水の通り道が3つある。1番
目は，緑の水密扉で外部からの水の流入の阻止は目的どおり機能した。RSW（A）

のトレンチのサンプドレンはRSW（A）のサンプピットにつながっている。最後

の経路は高さ1.5ｍにあるHPSW室からのケーブル通路である。仮に水位が1mを超

えた場合，RCW（A）ポンプはトリップする。運転員は，RCW（A）室の浸水を

検知し水位を低く保つために可搬型ポンプを持ち込んだ。幸いにも，外部交流電

源が使用可能で，RCW/RHR2系列のうちの1系列が機能維持された。 
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7.8.2 1号機号機号機号機におけるにおけるにおけるにおける浸水浸水浸水浸水 

1 号機のトラベリングスクリーンを含むピット（除塵ピット）は浸水した。水はピ

ットの床の 4 箇所の大きな開口部から浸水した。図 7-37にグレーで示した部分が浸

水した。CWP は 1 号起動変圧器の停止によりトリップした。CWP は外部電源喪失

と超音波水位計の短絡により後々まで使うことができなかった。 
 

 
図 7-37 1号海水取水ピット 

 
 

7.8.3 3号機号機号機号機におけるにおけるにおけるにおける浸水浸水浸水浸水 

3 号機のトラベリングスクリーンを含むピットは浸水した。図 7-38 に示すように水

はピットの床の 4 箇所の大きな開口部から浸水した。TSW ポンプ A，B，C 号機が

あるピットは開口部により浸水した。TSW はタービン系に不可欠なタービン冷却設

備の海水側である。浸水エリアはいずれも原子力の安全性に影響するものではなか

った。図 7-38にグレーで示した部分が浸水した。トラベリングスクリーンエリアの

水位計の浸水により循環水ポンプ（CWP）がトリップした。この短絡は CWP の起

動を妨げる水位低の警報を出し続けた。また，CWP に冷却水を供給する TSW ポン

プの浸水と短絡という 2番目の理由によって CWPは再起動できなかった。 



 

83 
 

 

  
図 7-38 3号海水取水ピット 

 
このことは，1号機も 3号機も冷温停止に到達するための炉心冷却の通常系統を使

えなかったことを意味した。両号機とも RCICを手動起動し，圧力容器を減圧し，

RHRを運転した。 
 

7.8.4 津波津波津波津波によるによるによるによる浸水浸水浸水浸水のまとめのまとめのまとめのまとめ 

津波による浸水は，系統の冗長性に影響する，またその時に崩壊熱の除去を要求

される（安全系の）RHRの機能低下を招く共通要因事象を生じさせた。起こり得

る一時的な最終熱除去能力の喪失は，2号機のただ一つのRHR系統の運転で起こり

得た。2号機は起動途中で，原子炉はまだ臨界に到達していなかった。これはシャ

ットダウン以降の崩壊熱除去のための冷却の要求は，大きくはないことを意味し

た。 
 

7.9 損傷損傷損傷損傷のののの所見所見所見所見のまとめのまとめのまとめのまとめ 

以降の節では女川原子力発電所に対する 2011年 3月 11日の地震影響の主要な観

察の要約である。所見はおおよそその重要性の順に説明される。このプラントで

観察されたすべての影響を記載している訳ではないが，安全性への重要性がより

大きなもの，または地震による損傷によりプラントに損失となるもの（修理費，

停止期間）については記載している。 
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7.9.1 システムにおけるシステムにおけるシステムにおけるシステムにおける地震損傷地震損傷地震損傷地震損傷 

システムチームの 3つの号機の調査に基づくと，地震により安全機能に影響を与

える機器故障はなかった。1つの号機の直接の外部電源受電を喪失したにもかかわ

らず，プラントは安全に停止した。軽微な損傷だけが非安全系の系統で特定され

た。より低い耐震設計要求の B クラスおよび Cクラスへの損傷の痕跡が限定的で

あったことから，耐震設計の頑健性は相当あったと考えられる。 
 
（浸水ではなく）地震の揺れによる機器に対する最も重大な損傷は，6.9kV開閉装

置の故障であった。非安全系のタービン建屋開閉装置内の垂直型のしゃ断器は，

しゃ断器の揺れと上部の母線クランプ周りの絶縁物損傷によって，短絡とそれに

続くアークを発生させた（プラント系統と機器に対する 61の文書化された影響を

論じた節の図を参照）。短絡のアークは隣接する 3，4体のキャビネットを焼損さ

せながら開閉装置内を焼損させた。開閉装置の焼損は，1号機タービン建屋の 2つ

の 6.9kV共通母線のうちの 1つを喪失させた。短絡によって誘発されたサージは

最終的に直接の外部電源喪失につながる起動変圧器の保護を引き起こした。これ

は非安全系のタービン系の一部を停止させた。しかし，電源を失ったタービン建

屋の機器のほとんどは，ひとたび発電所が停止したら稼働を求められない機器で

あった。 
 
原子炉建屋の安全系に供給する 6.9kV開閉装置でも同様の損傷があった場合，安

全系の 1系列が機能喪失していたかもしれない。基本的に片持ち梁で支持された

部分が，主として上部の母線との接続部によって揺れが抑制されたことにより，

しゃ断器の損傷は悪化した。プラントの安全系に電源供給するスイッチギアはよ

り耐震性のある水平型ラックのしゃ断器であり，母線との接続はしゃ断器の後ろ

側で，しゃ断器の重さは，鉄筋コンクリートに固定された金属板に溶接されたチ

ャンネルベースにボルト締めされたキャビネットの水平レールにより支えられる。 
 
しゃ断器の損傷の主要な影響は，1号機の起動変圧器のトリップである。したがっ

てしゃ断器の損傷の影響により，1号機非常用ディーゼル発電機による所内電源供

給が要求された。 
 
最も保修が高価な損傷は，おそらくブレードの磨耗とボルトの曲がり，2号機およ

び 3号機の高圧および低圧タービン A の間のスラスト軸受のソールプレートのず

れであった。3号機は地震発生時，タービンが 1500rpmで運転中であった。低圧タ

ービン動翼と周囲の静翼ノズルのギャップが拡大し，タービン効率を低下させる

と考えられるため，カウンターパート（東北電力）は低圧タービンの 9から 15段
のブレードの交換を決定したと言った。2，3号機の高圧タービンと低圧タービン

A の間のスラスト軸受は修理のため工場に送られた。地震による回転するタービ

ンの軸受に対するずれの力は，ボルトの伸び，ベースプレートの曲げ，そして高

圧タービンと低圧タービン A の間の軸受箱周りのコンクリートの欠けによって示

された。同種だが軽度な損傷は 2号機の蒸気タービンで記録されたが，このター

ビンは地震時 10rpmで起動回転中であった。1号機の蒸気タービンは詳細な点検が

なされていないため，損傷状況は分からない。 
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蒸気タービンの損傷は，明らかに回転しているローターのズレ，静翼との接触，

および軸受ボルトの過負荷によるもので，他の原子力発電所でも観察されている。

しかし，女川原子力発電所では過去のどんなプラントで観察されたレベルよりも

強い揺れを経験したと思われる。この揺れの強さは，損傷のしきい値を超え，回

転しているタービンの損傷の要因となったと考えられる。 
 
上で概略を示した 6.9 kV開閉装置の焼損に加えて，重要ではないが過電流による

焼損の事例について以下に示す。 
 

• 牡鹿幹線 1，2 号線の接続を制御するガス絶縁開閉所の 275kVの避雷器が一

部焼損した。避雷器の焼損は，2 つの牡鹿幹線に繋がる避雷器の揺れによっ

て絶縁ギャップが減少したことにより発生した。3 つの号機すべてで，地絡

によるしゃ断器トリップまたは直流 125V配電盤の保護ヒューズ焼損が発生

した。報告によれば，地絡は取水路または浸水したポンプ室での直流回路

におけるむき出しの導体への海水の接触によるものである。しゃ断器のト

リップやヒューズ切れによる直流電源の喪失はいかなる安全系の系統にも

影響を与えなかった。 

• 1号機のほう酸水タンクのレベル計に電源供給する 120V交流電源で，ヒュ

ーズが焼き切れたと報告された。ヒューズが焼き切れた原因は特定されな

かった。 

 

7.9.2 システムシステムシステムシステム相互作用相互作用相互作用相互作用 

3 つの号機への地震の影響によるシステム間の相互作用についていくつかの事例が

あった。原子炉の停止への影響は全くなかったので，相互作用は単純な事象であ

り，実際には問題とならない。観察されたシステム間の相互作用の概要は以下の

とおりである。 
 

• 3つの号機すべての使用済燃料プールのサージ部分の水のスロッシングは水

位低のレベルスイッチを停止し，使用済燃料プール冷却系ポンプを停止し

た。このポンプの停止は地震の数時間後に確認され，ポンプは再起動され

た。報告によると，使用済燃料プールの水温はポンプの停止中，それほど

上昇しなかった。 

• 2 号 RSWの B 系ポンプピット，3 号除塵ピットそれぞれの浸水による超音

波センサーの地絡によって，主復水器循環水ポンプ（CWP）は自動停止し

た。最初の津波の到達すぐ後に循環水ポンプが停止したことが，2 号および

3号で報告された。 

• 3号機のサプレッションプール水のスロッシングは，高圧炉心スプレイ

（HPCS）ポンプの吸い込み配管の電動弁を動作させる圧力スイッチを動作

させた。HPCSポンプ自体は起動しなかった。報告によれば，駆動部は弁開

度約 80％で止まった。駆動部への電源供給はサプレッションプールの圧力
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スイッチにより開閉でき，プール水のスロッシングによる瞬間的な圧力の

急増はその弁を動作させるのに十分なものだった。 

• 報告によれば，全 3基の絶縁油変圧器の一部（3基の主および所内変圧器，

3号を除く 1，2号機の起動変圧器，2号補助ボイラーおよび励磁電源変圧器）

は，絶縁油のスロッシングにより避圧弁を開放した。変圧器圧力開放動作

は，1，2号機の起動変圧器，2号機の補助ボイラー変圧器の運転に影響を

与えなかった，何故ならこれら変圧器は，地震後に電線を接続するための

十分な絶縁油をタンク内に保有していたからである。油入り変圧器の避圧

弁または圧力高リレーの動作は，過去の地震において，一般的な事象であ

る。 

• 1号の制御室の誤表示は，主蒸気逃がし安全弁のアクチュエーター・ピスト

ン上部の閉側スイッチのわずかな動きにより発生したものである。制御室

の弁状態の指示は，開，閉の両方を示した。おそらくピストンの垂直方向

の動きにより，付属する下方の位置スイッチがずれた。アクチュエータ

ー・ピストンの動きは，アクチュエーターの上方向の慣性によって発生し

たことは明らかである。他の考慮すべき原因として，アクチュエーターの

圧力変動はアクチュエーター・ピストンを上方向にのみ動かすので，スイ

ッチを下方向に押すことは無いだろう。実際，地震により原子炉が停止し

た直後，高い圧力によってバルブが作動した後，閉まったままであったの

で，その影響は圧力逃がし弁の意図しない挙動ではなく，単純な制御室で

の指示不良であった。 

 

7.9.3 地震地震地震地震によるによるによるによる相互影響相互影響相互影響相互影響 

地震の相互影響は，普通は機器の落下や，固定されていない周辺機器による安全

系の機器への影響を伴う。地震の相互影響による，女川の 3 つの号機の安全系の

機器への損傷事例は全くなかった。注目に値する地震の相互影響の例は，驚くほ

ど少ない。この理由の一部には，プラント内でのほとんどの設備の固定の実施，

およびプラント運転上重要ではない余分な設備を除いたことが挙げられる（プラ

ントが綺麗であることに要注目）。地震の相互影響の実例を以下に示す。 
 

• 3 つの号機の中央制御室で，およそ 3 分の 1 の吊り下げ天井設備が落下した。

落下した設備は，天井の鋼製フレームで支持された蛍光灯カバーや蛍光灯

自体を含んでいた。制御盤の損傷や運転員の負傷は全くなく，プラントの

運転にも全く影響はなかった。 

• 2号機の主制御盤から固定されていない CRTモニタが倒れ，1号機原子炉建

屋 5階の中 2階，燃料交換機の制御盤ラックから，固定されていない CRT
モニタが落下した。加えて，個々に表記するのはあまりに取るに足らない

のだが，本やバインダーのような固定されていないものは棚や机から落下

したと報告された。 
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• 地震により，制御棒駆動機構下に配列された支持装置の位置ずれが発生し

たが，機能は維持していた。この鋼製の棒と板で作られた，制御棒駆動系

ハウジング支持（金具）と呼ばれるこの装置は，CRD 落下事故の際に使用

される。支持装置はグリッド鋼製構造を有し，事故の際，落下した CRD 装

置のフランジと接触する。グリッドは鋼構造の上で，バネのついた棒で吊

り下げられている。カウンターパート（東北電力）によると，地震後もこ

の装置はその構造を維持していたので，装置の機能は確認されたという。 

 

7.9.4 圧力圧力圧力圧力バウンダリとバウンダリとバウンダリとバウンダリと接続部接続部接続部接続部のののの維持維持維持維持 

非常に広範囲の高圧配管，タンクおよび容器が地震にさらされたにも関わらず，

配管の損傷事例は 1 件のみが確認された。おそらく敷地周辺で広く見られた地盤

沈下により，泡消火系タンクと建屋最寄出口の間の 1 号機埋設消火配管が損傷し

た。敷地内に設置された配管の大部分は，地下トレンチに通されており，消火配

管だけが地面に埋設されていた。トレンチに通された配管は，地上の配管と同じ

く，地震に対して良好なパフォーマンスを示した。外部の（地上の）配管の損傷

はプラントのどこでも報告されていない。しかし，上述の１号泡消火系以外の全

ての系統は，水，油や酸といった系統媒体の明らかな損失も無く，それぞれの運

転圧を維持していたため，プラントの配管の耐圧試験はまだ実施されていないこ

とを述べなければならない。 
 
同様に，加圧あるいは非加圧のタンクや容器の割れも全く報告されていない。ひ

とつ例外があり，港湾に設置されていた重油タンクは津波でさらわれた。圧力容

器は地震以降検査されていないが，これはプラント運転員，保修とメーカーのエ

ンジニアが地震後踏査を実施し，リークの跡は無いことを確認し，また，運転員

の日常のパラメーター確認でレベルの傾向から如何なるタンクからも漏えいが全

く無いことが裏づけられたからである。 
 
いくつかの軽微な事例を除いて，配電設備，計器内のケーブルおよび配線の伝導

性は維持されていた。ケーブルトレイや電線管の損傷事例は全くなかった。伝導

性の喪失は，これまでの節で議論した，地絡による過電流焼損のいくつかの事例

に限定された。 
 

7.10 地震経験地震経験地震経験地震経験データのデータのデータのデータの収集収集収集収集 

踏査の調査結果で補完された地震計器の初期対応記録から得られた情報に加え，

女川原子力発電所の設計基準の情報，運転員とプラント技術スタッフへのインタ

ビューに基づくと，このミッションの間に取り上げられた，選定された SSCの耐

震性能の評価の基礎が得られる。付録 IX に示される 40の地震データシートは，

女川 3基に設置されている一部機器を代表していることを記す必要がある。 
 
女川の 3つの号機の典型的な機械的，電気的，電子的機器とそれらの耐震性能を

示すために 40のデータセットを付録 IX に提示する。各データセットは 3月 11日
の地震と 4月 7日の余震で生き残った 1機器またはほぼ同一機器の 1グループを
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解説している。この意図は，ものすごい揺れにさらされた典型的な BWRに設置さ

れた機器の代表的な詳細を示すことである。 
 
3月 11日と 4月 7日の地震の影響は振動台試験と非常によく一致する。基礎盤上

と 3つの原子炉建屋の上層階の強い揺れの記録は 3月 11日の地震では平均的な水

平方向の最大加速度が 0.38gから 1.9gに及ぶ。この揺れの激しさのレンジは，耐

震試験のための大型機器の振動台試験の典型である。動きは直接機器の基礎で記

録されていないが，大抵，機器の設置位置から理にかなった距離で記録されてい

た。建屋や開放地盤での 40箇所の揺れの記録の全体的な一貫性から，最も近い記

録が，機器が実際経験した揺れを的確に推定していることが分かる。 
 
女川の機器への地震の影響は，従前の振動台試験を超える確かな裕度を示した。

全 3基は 3月 11日の地震時，1および 3号機は運転中，2号機は起動中と，いくつ

かの運転状態にあった。これは地震にあった機器のほとんどは通常の機能負荷状

態にあったことを意味する。機器の種類によっては，これは機械システムでは流

体の運転圧力および温度を，電気機器および計測機器では電流および電圧を，回

転機器では回転負荷をそれぞれ意味している。その上，機器は系統設備を構成し

ており，したがって地震がもたらす系統の相互作用の影響を受ける。個別の節で

地震影響を説明したように，3月 11日の地震で観察されたほとんどの損傷および

機能不全は，系統の相互作用による影響である。例としては電気的焼損やしゃ断

器のトリップ，そしてスロッシングによるスイッチの動作を含む。一般的な振動

台試験には，電流のサージや圧力サージ，振動による故障，地震による機器の落

下のような系統の相互作用の（あったとしても）一部分しか含まれない。系統の

相互作用の可能性を代表するためには運転状態のプラント全体で地震を受ける必

要がある。 
 
付録の各データセットは以下を提供している： 

• 同種グループの設備あるいは事例の写真 
• 設備位置，および最も近くにある，測定加速度ピークと累積絶対速

度（CAV）の強い振動記録 
• 大きさ，質量，運転容量，加えて建屋構造への付属物（アンカー）

を示す，各アイテムの一般的な記述 
• 設備の知られている，あるいは明らかである地震時運転状況 
• 地震以降，設備が運転可能であると考える根拠 
• 後日追加質問を許容する，設備の詳細を収集した IAEA 調査チームメ

ンバー 
 
地震後，設備に損傷が無く，操作可能であると見なす根拠は，もちろん，とりわ

け重要である。設備の重大な損傷や機能喪失は東北電力より示され，そしてそれ

には重大な地震影響事象 61件の記録が含まれていた。実際，系統を運転不能にす

るという観点では 6つの設備だけが損傷を受けた，具体的に言うと，6.9kV開閉装

置 1基，蒸気タービン 2基，ほう酸水タンク水位監視システムのヒューズ 1つ，

放射線監視システムのチャート記録計 1台，そしてホイール軸受損傷により機能

喪失した天井クレーン 1基である。地震が 3機の何千もの機器を厳しい振動にさ
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らしたことを考えると，これは驚くべき機能維持率である。しかし，全般的に機

器は標準的な産業設備と同じであるのにも関わらず，女川のプラントにおける機

器はその補強や固定によって，疑う余地なく地震時の機能維持機会を向上させた

ことを記しておくべきである。 
 
説明データセットに選定した設備は地震を通して運転した系統，あるいは地震後

に運転可能性を確認された系統に焦点を当てた。設備に損傷はないものの，地震

後運転性を確認した文書記録がないデータセットも一部ある。3基は 3月 11日地

震以降，運転を再開していないため，大部分のプラント設備は明らかに損傷を受

けていないが，運転できると証明されていない。例えば大部分の配管と圧力容器

は定格運転圧力と温度で試験されていない。 
 
明らかに損傷の兆候を示していない設備は，実際は運転可能であるが，地震時，

好ましくは地震後に運転した設備のみ運転可能であると判断できる。 
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